
第第44444444444章章 分野別取組

１１┃生活習慣病予防等の健康づく生活習慣病予防等の健康づくりり
（１）主体的な健康づくりに向けた健康意識の向　（１）主体的な健康づくりに向けた健康意識の向上上

現状・課題・第１次計画の評価

（健康意識）
　１　第１次計画に定める目標「ほぼ毎日体重を測定する人の割合」「かかりつけ医を持つ
人の割合」「健康診断を受ける人の割合」などは増加しており、県民の健康意識は向
上しています。［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．９　参照］

　２　「平成２８年度兵庫県健康づくり実態調査」では「健康のために何か行動をしている」と
回答する人が約５割でしたが、一方で、「特に（健康に）意識しておらず、具体的に
は何も行っていない」（健康無関心層）が１３．２％ありました。［表１］

　【表１】普段から健康に気をつけるよう意識している人の割合（健康意識）

　１　健康のために積極的にやっていることや、特に注意を払っていることがある　　…　１４．７％
　２　健康のために生活習慣には気をつけるようにしている　　　　　　　　　　　　…　３３．４％
　３　病気にならないように気をつけているが、特に何かをやっているわけではない　…　３６．９％
　４　特に意識をしておらず、具体的には何も行っていない　　　　　　　　　　　　…　１３．２％
　５　無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　１．９％

（Ｎ＝２，５８７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［平成２８年度兵庫県健康づくり実態調査］ 

（生活習慣病）
　１　第１次計画に定める「虚血性心疾患」「脳血管疾患」の年齢調整死亡率（１０万人対）
は減少傾向にありますが、本県の死因では、２位「心疾患」と４位「脳血管疾患」と
なっており、依然として死因の上位にあがっています。（１位は「悪性新生物」、３位
は「肺炎」）［表２］

【表２】年齢調整死亡率（１０万人対）
　　（虚血性心疾患）　　　　　　　　　　　　　　（脳血管疾患）

［厚生労働省「人口動態特殊統計」］　
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　２　第１次計画に定めている糖尿病に関する目標では、「糖尿病合併症（糖尿病による新
規透析導入患者数）の減少」「糖尿病有病者のうち治療を継続している人の割合の増加」
とも目標を達成しています。［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．９　参照］
　しかし、糖尿病の患者数は他の疾患に比べると大きく増加しています。［Ｐ．４　表５］
　また、平成２８年国民健康・栄養調査では、「糖尿病が強く疑われる者」「糖尿病の可
能性が否定できない者」は、全国でそれぞれ約１，０００万人と推計され、「糖尿病が強く
疑われる者」は平成９（１９９７）年以降増加しています。（「糖尿病の可能性が否定でき
ない者」は平成１９（２００７）年以降減少しています。）［表３］
　人工透析導入患者の主要原疾患の割合の推移をみると、従来、最も割合が高かった
「慢性糸球体腎炎」が減少し、「糖尿病性腎症」が増加しておりＨ２３（２０１１）年末には、
人工透析導入患者の主要原疾患の第１位となりました。［表４］

【表３】「糖尿病が強く疑われる者」、「糖尿病の可能性を否定できない者」の状況

　　（割合の年次推移）　　　　　　　　　　　　　　　（推計人数の年次推移）

［厚生労働省「平成28年国民健康・栄養調査」］　

【表４】人工透析導入患者の主要原疾患の割合推移

［一般社団法人日本透析医学会「わが国の慢性透析療法の現状」］　
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（特定健診・特定保健指導）
　１　特定健診受診率は年々上昇していますが、第１次計画の目標は達成しておらず、また、
全国平均より低い状況が続いています。［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．９　参照］
　特定保健指導実施率は、平成２５年度までは上昇していましたが、平成２６（２０１４）年
度から低下しており、平成２７（２０１５）年度は全国平均よりも３ポイント以上も低くなっ
ています。［表５］

【表５】特定健診受診率・特定保健指導実施率の推移［厚生労働省］

　（特定健診受診率）　　　　　　　　　　　　　　（特定保健指導実施率）

［厚生労働省公表値］　

　２　メタボリックシンドロームの該当者・予備群の割合は横ばいです。また、男性のほ
うが割合は高く、男女とも年齢とともに割合が高まる傾向にあります。［表６］

【表６】メタボリックシンドローム該当者等の状況［厚生労働省］

　（該当者等割合の推移（兵庫県））　　　　　　　　（該当者割合（男女別・年代別・Ｈ２７・兵庫県））
　
　
　
　

［厚生労働省公表値］　
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（がん対策）
　１　がんの年齢調整死亡率（７５歳未満）は平成１７（２００５）年からの１０年間で人口１０万人

あたり９７．２から７７．３へと減少し、全国（９２．４→７８．０）を上回る減少率となりましたが、
第１次計画の目標（６７．９）には達していません。［表７］［「第１次計画の目標の進捗
状況」Ｐ．９　参照］

【表７】悪性新生物（全がん）の年齢死亡率（７５歳未満）の推移

［国立研究開発法人国立がん研究センター「全がん75歳未満年齢調整死亡率」］　

　２　職域を含むがん検診の受診率は、平成２２（２０１０）年と比較して平成２８（２０１６）年は、
すべて高くなっていますが、いずれも全国平均を下回っています。また、肺がん検診
を除いては、健康づくり推進実施計画の目標には達していません。［表８］［「第１次計
画の目標の進捗状況」Ｐ．９　参照］

【表８】がん検診受診率

［厚生労働省「国民生活基礎調査」］　　
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　３　がん検診を受けない理由は、「費用がかかる」「心配なときは医療機関を受診する」
がともに約３分の１を占め、次に「まだそういう年齢ではない」が多くなっています。
［表９］

【表９】がん検診の未受診理由

費用がかかる　　　　　　　　　　　…　３６．６％
心配なときは医療機関を受診する　　…　２８．９％
まだそういう年齢ではない　　　　　…　１７．５％
時間がとれない　　　　　　　　　　…　１６．５％
面倒だ　　　　　　　　　　　　　　…　１６．２％
結果がこわい　　　　　　　　　　　…　１２．６％
どこで受診できるのか知らない　　　…　１２．４％　　［Ｈ２５年度県民モニターアンケート調査］

　Ｎ＝３８８人　※複数回答

第２次計画の目標項目（主なもの）

　
　主な疾患の年齢調整死亡率（１０万人対）の減少
　・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少
　　　　［現　状　値］　　　男性　３０．７（Ｈ２７（２０１５））
　　　　　　　　　　　　女性　１１．７（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　現状値から減少（Ｈ３４（２０２２））
　　　
　・脳血管疾患の年齢調整死亡率の減少
　　　　［現　状　値］　　　男性　３６．９（Ｈ２７（２０１５））
　　　　　　　　　　　　女性　１９．１（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　現状値から減少（Ｈ３４（２０２２））
　　　
　・７５歳未満のがんの年齢調整死亡率の減少
　　　　［現　状　値］　　　７７．３（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　全国平均より５％低い状態（Ｈ３３（２０２１））
　　
　特定健診・特定保健指導の実施率の向上（４０～７４歳）
　・特定健診受診率
　　　　［現　状　値］　　　４６．５％（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　　７０％（Ｈ３４（２０２２））

　・特定保健指導実施率
　　　　［現　状　値］　　　１４．４％（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　　４５％（Ｈ３４（２０２２））
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　がん検診受診率の向上
　・胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん・子宮がん検診受診率
　　　　［現　状　値］　　　胃がん　３５．９％　　肺がん　４０．７％　　大腸がん　３９．８％
　　　　　　　　　　　　乳がん　４０．６％　　子宮がん　３８．１％　（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　５０％（Ｈ３４（２０２２））

　［その他の目標（詳細はＰ．４８参照）］
　　・　ほぼ毎日体重を測定する人の割合の増加
　　・　かかりつけ医をもつ人の割合の増加
　　・　かかりつけ薬剤師・薬局を持つ人の割合の増加
　　・　健康・介護まちかど相談薬局設置数の増加
　　・　まちの保健室の相談件数の増加
　　・　健康づくりチャレンジ企業登録数の増加
　　・　メタボリックシンドロームの該当者・予備群の割合の減少
　　・　特定健診受診者のうち収縮期血圧が１３０mmHg以上の者の割合の減少
　　　（市町国保・協会けんぽ）
　　・　特定健診受診者のうちHbA１C該当者の割合の減少（市町国保・協会けんぽ）
　　・　糖尿病性腎症重症化予防プログラムの実施保険者数（市町国保）の増加
　　・　糖尿病合併症（糖尿病による新規透析導入患者数）の減少
　　・　糖尿病有病者のうち治療を継続している人の割合の増加
　　・　生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している人の割合の減少
　

県の取組方針・主な推進施策

　（健康意識の向上）
　県民自らが気軽に健康のチェック、生活習慣の改善に取り組めるようインターネッ
トを活用した健康づくりに関する情報発信やスマートフォンなど携帯端末にも対応し
た健康づくりチェックツールの普及を図ります。また、主体的な健康づくりのインセ
ンティブを付与する取組を支援します。

　・　県民、行政、企業の連携・協働による「健康ひょうご２１大作戦」の展開を進めます。
　・　地域における健康づくり推進員等による健康づくりの普及啓発を全県に展開します。
　・　特定健診・医療費データ等を活用した健康づくり支援システムを開発、市町、企業、
個人の健康づくりの取組を支援します。

　・　インターネットを活用した情報発信や健康づくりチェックツールの普及を図ります。
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　・　国民健康保険事業特別会計への県繰入金等を活用した特定健診の受診促進や住民自ら
の健康づくりにインセンティブを付与する取組（ポイント制度等）への支援を行いま
す。

　・　ホームページや広報媒体、講演会や講座等を通じた広報、啓発活動を実施します。
　・　圏域健康福祉推進協議会や地域・職域連携推進協議会等による関係団体等との連携を
促進します。

　・　高断熱化による住宅の温熱環境の改善による県民の健康増進を進めるため、ひょうご
健康・省エネ住宅の普及啓発等を推進します。

　

　（働き盛り世代の健康づくり支援の充実）
　従業員・職員とその家族の健康づくりを積極的に取り組む企業・団体を「健康づく
りチャレンジ企業」として登録・支援し、健康リスクが高まる働き盛り世代に対する
取組の充実を図ります。

　（特定健診・特定保健指導の受診促進等）
　市町や職域、医療保険者と連携・協働し、健診の受診促進に向けた普及啓発を強化
します。また、健診・医療費データの活用による健康課題の整理など、市町の保健事
業の取組み促進や、企業・団体による従業員・職員の健康づくりの取組などを支援し
ます。
　死因の上位を占める心疾患や脳血管疾患などの危険因子でもある高血圧、人工透析
導入の原因である糖尿病性腎症を引き起こす糖尿病、認知症の原因の一つである脳血
管疾患などの生活習慣病予防に重点を置いた取組を推進します。
　また、歯周病の予防が、生活習慣病の予防にも効果があることから、歯及び口腔の
健康づくりと連携した取組みを推進します。

　（人材の育成・資質向上）
　健康づくりを推進する人材の育成や特定健診・特定保健指導・がん検診等従事者の
資質向上を図ります。

　・　兵庫県国民健康保険団体連合会、全国健康保険協会兵庫支部等との連携・協働による
特定健診受診促進の合同キャンペーンを実施します。

　・　地域における健康づくり推進員等による健康づくりの普及啓発を全県に展開します。
（再）

　・　特定健診・医療費データ等を活用した健康づくり支援システムを開発し、市町、企業、
個人の健康づくりの取組を支援します。（再）

　・　特定健診受診率向上のために、がん検診の同日実施や居住市町への委託実施などによ
る被用者保険被扶養者の受診促進を進めます。
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　・　国民健康保険事業特別会計への県繰入金を活用した特定健診等の受診促進や住民自ら
の健康づくりにインセンティブを付与する取組（ポイント制度等）への支援を行いま
す。（再）

　・　特定健診・特定保健指導従事者研修会等により人材の育成を図ります。
　・　ホームページや広報媒体、講演会や講座等を通じた広報、啓発活動を実施します。
（再）

　・　「健康づくりチャレンジ企業制度」への登録促進を図り、好事例の紹介や助成事業の活
用を通じた職場における健康づくりの取組を進めます。

　・　県医師会、県糖尿病対策推進会議との連携・協力により市町国保保険者への糖尿病性
腎症重症化予防プログラムの活用を促し、糖尿病対策を進めます。

　（がん検診の受診促進）
　がん検診の受診を促進するため、県民への啓発の強化、企業、関係団体等と連携し
た受診勧奨を進めます。

　・　がん検診等受診率向上推進協定締結企業等と連携したがん検診の受診促進を図ります。
　・　健康づくりチャレンジ企業への助成により、がん検診の受診促進を図ります。
　・　特定健診とがん検診の同時実施や居住市町への委託実施などによる被用者保険被扶養
者の受診促進を進めます。（再）

　・　健康づくり推進員等による健康づくりの普及啓発を全県に展開します。（再）
　・　ホームページや広報媒体、講演会や講座等を通じた広報、啓発活動を実施します。
（再）
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　１１┃生活習慣病予防等の健康づく生活習慣病予防等の健康づくりり
　（（２２）食生活の改）食生活の改善善

現状・課題・第１次計画の評価

（食塩、野菜の摂取状況）
　１　食塩摂取量（２０歳以上）は、男性１０．３ｇ（全国１０．８ｇ）、女性９．０ｇ（全国９．２ｇ）で

あり、男女とも全国平均より少なく減少傾向にありますが、全体の６３．９％が第１次計
画に定める平成３４（２０２２）年度目標値８．０ｇを超えています。
　［表１０］［表１１］［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

【表１０】食塩摂取量（２０歳以上）の推移

［全国「国民健康・栄養調査」、兵庫県「ひょうご食生活実態調査」］　

【表１１】食塩摂取量（２０歳以上）の分布

［兵庫県「H28ひょうご食生活実態調査」］　
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　２　野菜摂取量（２０歳以上）は、男性２８６．０ｇ（全国２８４．０ｇ）、女性２６６．３ｇ（全国２７０．０
ｇ）であり、男性は全国平均を上回っていますが、女性は全国平均より少なくなって
います。男女とも平均摂取量は増加傾向にありますが、男性６８．７％、女性７３．１％が第
１次計画に定める平成２９（２０１７）年度目標値３５０ｇに達していません。
　［表１２］［表１３］［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

【表１２】野菜摂取量（２０歳以上）の推移

［全国「国民健康・栄養調査」、兵庫県「ひょうご食生活実態調査」］　

【表１３】野菜摂取量（２０歳以上）の分布

［兵庫県「H28ひょうご食生活実態調査」］　

（朝食の摂取状況、栄養バランスに配慮した食事状況）
　１　第１次計画に定める目標「朝食を食べる人の割合の増加（２０歳代男女）」は、男性が

平成２０（２００８）年度６４．７％から平成２７（２０１５）年度に５１．４％と悪化しています。女性
も平成２０（２００８）年度７０．０％から平成２７（２０１５）年度６９．２％とほぼ横ばいとなってお
り、男女とも目標には達していません。［表１４］［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．
１０参照］
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【表１４】朝食の摂取状況（２０歳以上）

［兵庫県「H20ひょうご食生活実態調査」「H27県民意識調査」］　

　２　主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上、ほぼ毎日食べている人（２０
歳以上）は、週６日以上が４２．２％で最も多く、次に週４～５日が２８．９％となっていま
す。主食・主菜・副菜のうち食べていない料理は、副菜が６６．１％、主菜１９．０％、主食
１５．５％の順となっています。［表１５、１６］

【表１５】主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上、ほぼ毎日食べている人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０歳以上，年齢調整値）

［兵庫県「Ｈ２８ひょうご食生活実態調査」］　

【表１６】ほぼ毎日食べていない人（週６日未満）のうち、主食、主菜、副菜の中で
　　　組み合わせて食べていない料理（複数回答，２０歳以上，年齢調整値）　　

［兵庫県「Ｈ２８ひょうご食生活実態調査」］ 
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（適正体重）
　１　食生活実態調査（平成１５年度、平成２０年度、平成２８年度実施）では、２０歳代から６０

歳代の適正体重を維持している人の割合は、男性（⑮７２．３％→⑳７０．２％→㉘６７．６％）、
女性（⑮７５．５％→⑳７４．４％→㉘７１．１％）と減少傾向にあります。［表１７］

【表１７】身体状況の年次推移（２０～６０歳代）

［兵庫県「Ｈ２８ひょうご食生活実態調査」］　

　２　男女とも肥満の割合が増えており、特に男性は４０・５０歳代で３割を超えています。
　一方で、２０歳代女性のやせの割合は、平成１５（２００３）年度から平成２０（２００８）年度
に増加しましたが、平成２８年度は減少しており、第１次計画に定める平成２９（２０１７）
年度目標値の２３％以下となっています。［表１８、表１９］［「第１次計画の目標の進捗状
況」Ｐ．１０参照］

【表１８】肥満（BMI２５以上）の状況

【表１９】やせ（BMI１８．５未満）の状況

［【表18、19】兵庫県「ひょうご食生活実態調査」］　
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　３　低栄養傾向（BMI２０以下）にある高齢者（６５歳以上）の割合は、２１．８％（全国１６．７％
（Ｈ２７））であり、全国値を上回っています。今後、疾病や老化等の影響や、高齢者人
口のうち７５歳以上の高齢者の増加が見込まれることから、低栄養傾向の高齢者が増加
することが予測されます。［表２０］

【表２０】高齢者の身体状況（６５歳以上、年齢調整値）

［兵庫県「ひょうご食生活実態調査」］　

第２次計画の目標項目（主なもの）

　１日あたりの食塩摂取量の減少（２０歳以上）
　　　　［現　状　値］　　　９．６ｇ（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　８ｇ　（Ｈ３４（２０２２））

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上、
ほぼ毎日食べている人の割合の増加
　　　　［現　状　値］　　　４２．２％　（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　７０％以上（Ｈ３３（２０２１））

適正体重を維持している人の割合の増加
（２０～６０歳代の男性の肥満、女性のやせの減少）
　　　　［現　状　値］　　　男性　２９．０％（Ｈ２８（２０１６））
　　　　　　　　　　　　女性　１１．９％（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　男性　　２３％（Ｈ３３（２０２１））
　　　　　　　　　　　　女性　　１０％（Ｈ３３（２０２１））

低栄養傾向（BMI２０以下）の高齢者（６５歳以上）の割合の増加抑制
　　　　［現　状　値］　　　２１．８％　　　　　（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　増加抑制（２４％）（Ｈ３３（２０２１））
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計肥満
（BMI２５以上）

適正
（２０．１以上２５未満）

低栄養傾向
（BMI２０以下）

％人％人％人％人

１００％６２９１９．９％１２５５８．３％３６７２１．８％１３７総　数

１００％２７０２２．２％　６０５９．６％１６１１８．２％　４９男　性

１００％３５９１８．１％　６５５７．４％２０６２４．５％　８８女　性



　［その他の目標（詳細はＰ．４９参照）］
　　・　１日あたりの野菜摂取量の増加（２０歳以上）
　　・　果物摂取量１００ｇ未満の人の割合の減少（２０歳以上）
　　・　朝食を食べる人の割合の増加（２０歳代男性・２０歳代女性）
　　・　毎日、家族や友人と楽しく食事をする人の割合の増加（２０歳以上）
　　　　（１日１食以上、楽しく２人以上で食事を食べている人）
　　・　利用者に応じた食事の計画、調理及び栄養の評価・改善を実施している特定給

食施設の割合の増加
　　・　栄養ケア・ステーション設置数の増加
　　・　食の健康協力店の増加
　　・　食の健康協力店の取組内容の充実（栄養成分の表示）

県の取組方針・主な推進施策

（「食育推進計画（第３次）」（計画期間：Ｈ２９（２０１７）～３３（２０２１））の推進）
　子どもから若い世代の食育力の強化や、ライフスタイルの多様化に応じた食育の支
援や健康寿命の延伸につながる減塩等の推進、また、食育活動を充実するための連携
強化及び推進体制の充実を図り、県民の食をめぐる現状を踏まえた食育に関する施策
の総合的な推進を図ります。

　・　朝食をしっかり食べるための取組みや、ライフステージ別食育を推進します。
　・　「食生活改善講習会」「食の実践力アップ教室」「高校生・大学生向け食育実践セミナー」
等を開催します。

　・　地域食育関係者と連携のもと重点課題の解決に取組む「健やか食育プロジェクト」を
実施します。

　・　市町や食育関係団体が行う食育活動への支援を行います。
　

（「ひょうご“食の健康”運動」の展開）
　「おいしいごはんを食べよう」「もっと大豆を食べよう」「減塩しよう」を３本の柱に、
主食・主菜・副菜のそろったバランスのよい日本型食生活を推進します。

　・　ごはん・大豆・減塩を中心とした日本型食生活の普及、推進に取組みます。
　・　食の健康運動リーダー実践活動への支援を行います。
　・　食の健康協力店制度を推進します。
　・　特定給食施設等への栄養管理指導、給食を通じた健康づくりを推進します。

第４章　分野別取組

27



　
（関係者等との連携による栄養・食生活の推進）
　運動、歯及び口腔等の食と関連の深い分野の取組、関連部局や団体の取組との連携
を図り、総合的な過栄養及び低栄養の防止を進めます。

　・　いずみ会リーダーの養成や活動の支援を行います。
　・　管理栄養士・栄養士の配置促進、資質向上を行います。
　・　栄養士会が実施する栄養ケア・ステーションの活動の支援を行います。
　・　市町が実施する母子保健、健康づくり、介護予防事業等との連携や支援を行います。
　・　普及啓発媒体の作成、ホームページによる情報発信を進めます。
　・　県民の健康や食生活の状況に関する調査を実施します。
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　１１┃生活習慣病予防等の健康づく生活習慣病予防等の健康づくりり
　（（３３）運動習慣の定）運動習慣の定着着

現状・課題・第１次計画の評価

（運動習慣）
　１　「平成２８年国民健康・栄養調査」では、本県の日常生活における歩数は、男性が７，７８２
歩（全国平均７，７７９歩）、女性が６，８１３歩（全国平均６，７７６歩）と、男女ともに全国平均
を上回っていますが、第１次計画に定める平成２９（２０１７）年度目標値には達していま
せん。［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

　２　健康づくり実態調査では、継続した運動が１年以上継続している者の割合は、男性
では７０代が最も高く、次いで８０代となっており、女性も７０代が最も高く次いで６０代で、
高齢者の方ほど習慣化しています。一方で、全体では「ほとんど運動していない（週
１回以下）」（３０％）が最も多く、次いで「全く運動していない」（２８％）となってい
ます。特に、男性、女性とも２０代～５０代にかけて「ほとんど運動していない（週１回
以下）」「全く運動していない」の割合が６～８割と高くなっています。［表２１］

【表２１】平成２８年度兵庫県健康づくり実態調査結果

〈問い〉ウォーキングや健康体操、スポーツなどの運動（１回３０分以上、週２回以上）を
継続して行っていますか。
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　３　また、同調査では、日常生活の中で体を動かすこと（生活活動）について、「実行し
ていない」「十分に実行していない」と回答した人の割合が４割ありました。［表２２］

【表２２】平成２８年度兵庫県健康づくり実態調査結果

〈問い〉日常生活の中で、体を動かすこと（生活活動）についてお伺いします。
　　　　これを実行していますか。

１　実行していて、十分に習慣化している　　　　　　　　　…　３７．１％
２　実行しているが、まだ習慣化していない　　　　　　　　…　２０．４％
３　実行しようと努力しているが、十分に実行していない　　…　２５．４％
４　実行していないが、実行しようと考えている　　　　　　…　１０．１％
５　実行していないし、実行しようとも考えていない　　　　…　　５．０％
６　無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　２．０％

（Ｎ＝２，５８７）

（加齢に伴う身体機能の低下）
　１　今後、一層の高齢化の進展が見込まれるなか、高齢者の積極的な健康づくりが必要
であり、加齢に伴う運動器の機能の衰え（ロコモティブシンドローム（運動器症候群））
や、筋肉量の減少（サルコペニア（筋肉減少症））の予防が重要です。

　骨、関節、筋肉などの運動器の機能が衰えることにより日常生活での自立度が低
下し、要介護や寝たきりになるリスクが高い状態を、「ロコモティブシンドローム
（運動器症候群）」といいます。
　また、「サルコペニア（筋肉減少症）」は、加齢や疾患により、筋肉量が減少する
ことで、握力や下肢筋・体幹筋など全身の「筋力低下が起こること」を意味し、具
体的には、歩くスピードが遅くなったり、杖や手すりが必要になるなど、「身体機能
の低下が起こること」を指します。筋肉量が一定以下まで低下すると、日常生活の
動作が制限されるようになります。これは、寝たきりや転倒骨折などを起こすリス
クが非常に高まり、要介護状態の入り口ともいわれています。要介護となった原因
では「骨折・転倒」が１２．１％と４番目に多くなっています。（厚生労働省「Ｈ２８国
民生活基礎調査」）

　２　高齢者のフレイル（虚弱）は、生活の質を落とすだけでなく、様々な合併症を引き
起こす危険がありますが、運動の習慣化、口腔機能の回復と栄養・食生活の見直し、
積極的な社会参加により改善することが可能です。

　加齢に伴い、身体の予備機能が低下し、健康障害を起こしやすくなった状態で、
介護の必要となる前の段階を「フレイル」といいます。フレイルは、筋力や身体機
能の低下のほか、疲労感や活力の低下なども含みます。
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第２次計画の目標項目（主なもの）

日常生活における歩数の増加（２０歳以上）
　　　　［現　状　値］　　　男性　７，７８２歩（Ｈ２８（２０１６））
　　　　　　　　　　　　女性　６，８１２歩（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　男性　９，０００歩以上（Ｈ３４（２０２２））
　　　　　　　　　　　　女性　８，１００歩以上（Ｈ３４（２０２２））
　　
日常生活のなかで体を動かすことを実行していない人の割合の減少
　　　　［現　状　値］　　　４０．５％（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　減　少（Ｈ３４（２０２２））

住民主体の介護予防に資する通いの場への参加者数
　　　　［現　状　値］　　　１０１，９０３人（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　１５０，０００人（Ｈ３１（２０１９））

　［その他の目標（詳細はＰ．４９参照）］
　　・　住民主体の介護予防に資する通いの場の箇所数

県の取組方針・主な推進施策

（ロコモティブシンドローム予防等の推進）
　市町や団体等が取り組む健康体操の情報発信を行うほか、各圏域で健康体操の普及
に向けた学習会を開催するなど運動習慣の定着とロコモ等の予防に向けた取組を強化
します。

　・　健康体操等の普及促進に向けた情報発信や学習会の開催を行います。
　・　健康づくりチャレンジ企業等への助成金を通じて、職場と地域の健康づくりの環境整
備への支援を行います。

（運動に取り組みやすい環境づくり）
　ロコモティブシンドローム予防等に効果的な運動（ポールウォーキング・脊椎スト
レッチウォーキング等）に関する情報発信や指導など個人への働きかけに加え、運動
施設の運営などの環境整備、健康スポーツ医など専門職との連携などを進めます

第４章　分野別取組
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（県民一人ひとりへの健康情報の提供）
　県民がライフステージやライフスタイルに応じて気軽に健康づくりに取り組めるよ
う、運動環境を整備するほか、スマートフォンなど携帯端末にも対応した健康づくり
を支援するシステムの普及等を図ります。

　・　地域における身近なスポーツ活動の場を確保するため県立体育施設等の運営を行いま
す。

　・　県立都市公園において、元気で健康的な生活に資する公園づくりを推進します。
　・　特定健診・医療費データ等を活用した健康づくり支援システムを開発、個人の健康づ
くりの取組を支援します。（再）

　・　インターネットを活用した情報発信や健康づくりチェックツールの普及を行います。
（再）

　・　地域における健康づくり推進員等による健康づくりの普及啓発を全県に展開します。
　・　小学校のニーズに応じた体力アップサポーターの派遣や、専門的な知識と技能を有す
る地域スポーツ指導者を公立中学校・高等学校へ派遣します。

（介護予防の取組支援）
　高齢者が要支援状態または要介護状態となることを予防し、可能な限り地域で自立
した生活を営むことができるよう介護予防推進研修などを開催し、住民運営の通いの
場の普及など介護予防に取り組む市町を支援します。

　・　住民運営の通いの場等へ派遣するリハビリテーション専門職の育成を行います。
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　１１┃生活習慣病予防等の健康づく生活習慣病予防等の健康づくりり
　（（４４）たばこ対策の推）たばこ対策の推進進

現状・課題・第１次計画の評価

（喫煙対策）
　１　喫煙は、肺がん、口腔・咽頭がん、喉頭がん、食道がん等の多くのがんや虚血性心
疾患、脳卒中、歯周病等との因果関係が科学的に明らかになっています。また、たば
こに含まれるニコチンによる依存という視点から捉えることが重要です。

　２　第１次計画の目標としている「たばこが健康に与える影響についての知識」は、平
成２３年度からほぼ横ばいとなっており、目標には達しておらず、たばこの害に関する
理解が進んでいません。［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

　３　習慣的に喫煙している人の割合は、平成１１（１９９９）年から平成２８（２０１６）年にかけ
て全体では２８．６％から１４．２％に、男性は４８．９％から２４．８％に、女性は１１．５％から
７．１％にそれぞれ減少傾向にあります。［表２３］

【表２３】本県の喫煙率の推移

［H11・16「県民の健康づくり調査」、H18「県民意識調査」、H23・28「健康づくり実態調査」］ 

　４　しかし、第１次計画の目標としている「習慣的に喫煙している人の割合」は、５０代
女性、３０代男性などで減少しているものの、女性全体では悪化するなど、全体として
は横ばいの傾向となっており、男性、女性とも計画の目標には達していません。［「第
１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

　５　禁煙指導を行う医療機関数は健康づくり推進実施計画の目標には達していませんが、
順調に増加しています。［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

（受動喫煙対策）
　１　受動喫煙（他人のたばこの煙を吸わされること。）は、肺がん、虚血性心疾患、脳卒
中等のリスクを高めるとされています。特に、子どもは大人に比べてたばこの有害物
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Ｈ　　２８　　年Ｈ　　２３　　年
区　　分

総　数女　性男　性総　数女　性男　性

２４．８％１５．６％３８．８％３０．９％１９．３％４６．４％職場

４２．０％３７．８％４８．１％４３．９％３８．４％５１．３％飲食店

　６．０％　３．０％１０．６％　７．８％　３．２％１３．９％ゲームセンター、競馬場

　４．５％　３．２％　６．１％
１０．８％１０．７％１１．０％

行政機関

　４．６％　４．４％　５．１％医療機関

１５．３％１６．７％１３．４％２０．６％２３．０％１７．６％公共交通機関

１６．０％１９．４％１１．２％２０．２％２４．０％１５．３％家庭

質の影響を受けやすく、乳幼児突然死症候群（SIDS）や喘息との因果関係が明らかに
なっています。
　「健やか親子２１（第２次）」の指標に基づく、乳幼児健診項目の報告では、兵庫県内
の妊娠中の妊婦の喫煙率は４．１％（国の「健やか親子２１（第２次）」では０％を目標）、
育児期間中の両親の喫煙率は、父親３５．５％（同２０％）、母親６．３％（同４％）となって
います。

　２　平成２５（２０１３）年４月から施行した受動喫煙防止条例により受動喫煙対策を進めて
おり、教育機関、病院、官公庁（市町）等については、敷地内禁煙や建物内禁煙など
条例の規制に１００％対応済みとなっています。

　３　「平成２８年度健康づくり実態調査」では、過去１ヶ月以内に受動喫煙を１回でも経験
した人の割合は、平成２３年度と比較すると減少していますが、飲食店で４２．０％、職場
で２４．８％、家庭で１６．０％などとなっています。［表２４］

【表２４】調査前１ヶ月間に受動喫煙を１回でも経験した人の割合（受動喫煙の有無）

　※Ｈ２３は、行政機関と医療機関を同じ選択肢に含めていた。
［平成28年度兵庫県健康づくり実態調査］

　

第２次計画の目標項目（主なもの）

習慣的に喫煙している人の割合の減少（喫煙をやめたい人がやめる）
　　　　［現　状　値］　　　全体　１４．２％　⎫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪
　　　　　　　　　　　　　男性　２４．８％　⎬（Ｈ２８（２０１６））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪　　　　　　　　　　　　　女性　　７．１％　⎭
　　　　　［目　　標］　　　全体　　１０％　⎫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪
　　　　　　　　　　　　　男性　　１９％　⎬（Ｈ３４（２０２２））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪　　　　　　　　　　　　　女性　　４％　⎭
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　禁煙指導を行う医療機関の割合の増加（ニコチン依存症管理料届出済医療機関）
　　　　［現　状　値］　　　１５．８％（Ｈ２９（２０１７））
　　　　　［目　　標］　　　　２０％（Ｈ３４（２０２２））

　受動喫煙の機会を有する者の割合の減少
　　　　［現　状　値］　　　職　　場　　　２４．８％　⎫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪　　　　　　　　　　　　　飲　食　店　　　４２．０％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪
　　　　　　　　　　　　　行政機関　　　　４．５％　⎬（Ｈ２８（２０１６））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪　　　　　　　　　　　　　医療機関　　　　４．６％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪　　　　　　　　　　　　　家　　庭　　　１６．０％　⎭
　　　　　［目　　標］　　　職　　場　　　　０％　　（Ｈ３４（２０２２））
　　　　　　　　　　　　　飲　食　店　　　　０％　　（Ｈ３２（２０２０））
　　　　　　　　　　　　　行政機関　　　　０％　⎫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪
　　　　　　　　　　　　　医療機関　　　　０％　⎬（Ｈ３４（２０２２））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪　　　　　　　　　　　　　家　　庭　　　　３％　⎭

　［その他の目標（詳細はＰ．５０参照）］
　　・　喫煙が及ぼす健康影響についての十分な知識を持っている人の割合の増加
　　（肺がん・喘息・気管支炎・心臓病・脳卒中・胃かいよう・妊娠に関連した異
常・歯周病）

　　・　禁煙指導を行う医療機関の割合の増加
　　（ニコチン依存症管理料届出済医療機関：医療機関全体・病院・診療所）
　　・　禁煙指導を行う薬局・薬剤師数の増加（薬局・薬剤師）

県の取組方針・主な推進施策

（子ども、妊産婦等の喫煙・受動喫煙対策の推進）
　受動喫煙による健康被害等に関する知識の啓発や、喫煙者である両親等に対する妊
娠中からの継続した禁煙に向けた個別指導等により、子ども、妊産婦等の喫煙・受動
喫煙対策を推進します。

　・　たばこと疾病（がん、脳卒中、心疾患等）との因果関係等についてのホームページや
広報媒体等を通じた啓発を行います。

第４章　分野別取組
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（禁煙に向けた取組の強化）
　禁煙の必要性の啓発や禁煙相談、禁煙治療等の情報提供など喫煙をやめたい人への
支援を充実させるとともに、子どもがたばこの健康への影響を正しく理解できるよう
な啓発を行うなど、健康への影響が大きくまた成人期への喫煙継続につながりやすい
未成年期への取組を充実させます。

　・　大学等と連携した若年世代への禁煙啓発を行います。
　・　働き盛り世代への職場や家庭における禁煙支援など継続した禁煙支援を実施します。
　・　禁煙相談窓口等の情報提供による喫煙をやめたい人への禁煙支援を実施します。

（「受動喫煙の防止等に関する条例」に基づく対策の推進）
　不特定または多数の人が出入りする空間（公共的空間）を有する施設での禁煙・分
煙を進めるほか、施設の喫煙環境（禁煙、分煙、時間分煙など）の店頭表示を進める
など、「受動喫煙の防止等に関する条例」に基づいた対策を推進します。

　・　イベント等での啓発チラシの配布など様々な機会を通じた啓発を行います。
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　１１┃生活習慣病予防等の健康づく生活習慣病予防等の健康づくりり
　（（５５）次世代への健康づくり支）次世代への健康づくり支援援

現状・課題・第１次計画の評価

（母子保健）
　１　全出生数中の低体重児の割合は、平成２６（２０１４）年まで９．６％前後と横ばい状態で、

平成２７（２０１５）年は９．２％と低下したものの、平成２８（２０１６）年には９．６％に上昇して
います。低体重児の要因としては、妊娠中の喫煙、多胎児、妊娠中の過度の食事エネ
ルギー制限などが考えられます。［表２５］

【表２５】出生数に対する低体重児の割合（兵庫県）

［厚生労働省「人口動態調査」］　　　　　　　　　　

　２　平成２８（２０１６）年の乳児の死因は、「先天奇形、変形及び染色体異常」１８人（乳児死
亡率［出生１０万人対］４１．５）、「周産期に発生した病態注）」１７人（同３９．２）、「乳幼児突
然死症候群（SIDS）」５人（同１１．５）、「不慮の事故」５人（同１１．５）となっています。
　「乳幼児突然死症候群（SIDS）」や窒息などの「不慮の事故」による死亡率は、平成
２８（２０１６）年は全国より高くなっています。［表２６］

　３　幼児（１～４歳）の死因では、「先天奇形及び染色体異常」が５人、次いで、「神経
系の疾患」４人、「循環器系の疾患」４人、交通事故や窒息などの「不慮の事故」が
３人となっています。（「２０１６年人口動態統計」厚生労働省）

注：胎児及び新生児の出血性障害及び血液障害､出生時仮死､新生児の細菌性敗血症新生児
の呼吸窮迫､その他の周産期に特異的な呼吸障害及び心血管障害等
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【表２６】乳　児　死　亡　率

　（突発死症候群）　　　　　　　　　　　　　　（不慮の事故）

［厚生労働省「人口動態調査」］　

　３　市町における乳幼児健診の受診率は９５％を超え、約４分の１の乳幼児が「異常あり」
という結果になっています。［表２７］

【表２７】平成２７年度乳幼児健診の実施状況（兵庫県）

　※身体面・精神面で重複有り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［兵庫県調査］ 

（子どもの体力・運動能力）
　１　子どもの体力・運動能力については、兵庫県スポーツ推進計画の目標である昭和６０
（１９８５）年頃の水準に達している項目数が増加するなど、目標達成に向けて達成率は上
昇しているものの、握力・ボール投げでは、目標に達していません。
　原因としては、外遊びやスポーツ活動時間の減少、手軽な遊び場の減少、仲間の減
少、生活の利便化や生活様式の変化による日常生活における身体を動かす機会の減少
などが考えられます。

　２　１日１時間以上（学校体育授業を除く）の運動を実施する割合は、平成２８年度には、
小学生が５０．３％、中学生が７８．４％、高校生が５４．９％となっており、健康づくり推進実
施計画策定時の値（Ｈ２３年度）から横ばい、もしくは低下しています。（兵庫県児童
生徒体力・運動能力調査）

　３　「平成２８年度中学生・高校生の健康づくり実態調査」では「この１ヶ月の間に、学校
の体育の授業以外に、何かスポーツや運動をしましたか」という問いに対しては、「０
日」が３３．２％と最も多く、次いで、「毎日」（１８．９％）、「１～２日」（１１．４％）と格差
があります。
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（未成年者の飲酒・喫煙状況）
　１　成長過程にある未成年者は、成人よりも飲酒や喫煙による害を多く受けるため、禁
酒・禁煙の必要がありますが、中高生の飲酒、喫煙はいずれも着実に減少しているも
ののなくなってはいません。

　２　「平成２８年度中学生・高校生の健康づくり実態調査」では、喫煙の有無についての質
問では、「今までにたばこを吸ったことはない」が８９．１％と大半を占めているものの、
「習慣的にたばこを吸っている」（０．７％）、「ときどきたばこを吸っている」（０．１％）
となっており、学年別では、「習慣的にたばこを吸っている」「ときどきたばこを吸っ
ている」をあわせた割合は、中１（０．０％）、中３（０．１％）、高３（２．６％）と学年が
高くなるにつれて喫煙率が高くなっています。

　３　最初にたばこを吸った学年は、「中学校１年」が最も多く４０．９％、次いで「中学校２
年」（１２．０％）、「中学校３年」（１１．９％）となっています。
　たばこは身体に害があるかどうかについて、「害があると思う」が９８．０％、「害があ
ると思わない」は０％でしたが、一方で、他人のたばこの煙が有害であるかどうかに
ついては、「そう思う」と回答した人の割合が８１．８％で最も多かったものの、「そう思
わない」は９．４％ありました。

　４　飲酒の頻度について、「飲まない」が９３．０％と最も多く、次いで、「年に１～２回」
（４．４％）、「月に１～２回」（１．７％）となっています。飲酒が健康に与える影響につい
ては、「害があると思う」が６５．６％と最も多くなっていますが、次いで「多少は害が
あるだろうがたいしたことはないと思う」という回答が１６．０％ありました。

第４章　分野別取組
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第２次計画の目標項目（主なもの）

子育て世代包括支援センター（母子保健型）を設置する市町数の増加
　　　　［現　状　値］　　　３０市町（Ｈ２９（２０１７））
　　　　［目　　標］　　　全市町（４１市町）（Ｈ３４（２０２２））

スポーツをする子どもの増加（学校体育授業を除く、１日１時間以上）
　　　　［現　状　値］　　　小学生　５０．３％　⎫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪
　　　　　　　　　　　　中学生　７８．４％　⎬（Ｈ２８（２０１６））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎪　　　　　　　　　　　　高校生　５４．９％　⎭
　　　　［目　　標］　　　　　　　　９０％　　　（Ｈ３３（２０２１））

未成年者の喫煙をなくす（中学１年生（男・女）高校３年生（男・女））
　　　　［現　状　値］　　　中学１年生（男子）０．０％　⎫
　　　　　　　　　　　　中学１年生（女子）０．１％　⎪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎬（Ｈ２８（２０１６））
　　　　　　　　　　　　高校３年生（男子）２．０％　⎪
　　　　　　　　　　　　高校３年生（女子）３．１％　⎭
　　　　［目　　標］　　　　　　　　　　　　　０％　　（Ｈ３４（２０２２））

　［その他の目標（詳細はＰ．５０参照）］
　　・　全出生数中の低出生体重児の割合の減少
　　・　妊娠中の妊婦の喫煙率の減少
　　・　育児期間中の両親の喫煙率の減少
　　・　乳児のSIDS（乳幼児突然死症候群）の死亡率の減少
　　・　乳児の不慮の事故死亡率の減少
　　・　乳児健診等において健診未受診児を含めた把握率の増加
　　　　（乳児健診・１．６健診・３歳児健診）
　　・　妊娠１１週以下での妊娠届出率の増加
　　・　妊娠届出時に保健師等専門職が全数に健康相談を行う市町数の増加
　　・　妊婦への喫煙に関する指導を実施している市町数の増加
　　・　妊婦への飲酒に関する指導を実施している市町数の増加
　　・　新生児訪問または乳児家庭全戸訪問の実施率の増加
　　・　定期予防接種の接種率の増加（麻しん及び風しん第Ⅰ期・第Ⅱ期）
　　・　未成年者の飲酒をなくす（中３男子・女子、高３男子・女子）
　　・　未成年者の喫煙をなくす（中３男子・女子、高３男子・女子）
　　・　１０歳代の性感染症患者数の減少（定点当たりの患者報告数）
　　　　（性器クラミジア・淋菌感染症）
　　・　思春期保健対策に取り組む市町数の増加
　　・　１０歳代の人工妊娠中絶率の減少
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県の取組方針・主な推進施策

（親子の健康づくりの充実）
　「健やか親子２１（第２次）」（国民運動計画）及び「ひょうご子ども・子育て未来プ
ラン」（兵庫県母子保健計画）に基づき、親子の健康づくりの充実を図るとともに、
「子育て世代包括支援センター」の設置推進など、妊娠期から出産・育児期までの切
れ目のない支援体制を構築します。

　・　市町が実施する両親学級、妊婦教室、乳幼児健診、健康相談、家庭訪問などの母子保
健事業への支援を行います。

　・　運営費助成や人材育成、情報提供などを通じた子育て世代包括支援センターの設置促
進や運営の支援を行います。

　・　健康福祉事務所を中心とした地域ネットワークを充実します。

（普及啓発の推進等）
　妊産婦の健康管理や乳幼児期の健全な生活習慣（食、遊び、運動、睡眠、事故防止
等）、疾病予防（予防接種等）に関する知識の普及啓発や、看護師が助言や受診医療
機関の案内などを行う小児救急医療電話相談の実施など小児救急患者の家族等の不安
軽減の取組を進めます。

　・　乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、養育支援訪問事業を推進します。
　・　乳幼児突然死症候群（SIDS）や事故防止対策を実施します。
　・　全県の小児救急医療電話相談（＃８０００）について、相談時間を翌朝まで延長します。

（健康教育の推進等）
　子どもが発達段階に応じて知識を習得し、健康的なライフスタイルを身につけるた
めの健康教育（保健学習、保健指導）の充実を図ります。
　また、子どもがたばこの健康への影響を正しく理解できるような啓発を行うなど、
健康への影響が大きくまた成人期への喫煙継続につながりやすい未成年期への取組を
充実させるほか、飲酒が健康に与える害についての知識の普及啓発等により、未成年
者の飲酒をなくす取組も進めます。

　・　学校保健委員会、保健教育、健康管理の活動などの学校保健事業を実施します。
　・　性感染症、妊娠・出産、生命の尊重など性に関する教育を推進します。
　・　たばこと疾病（がん、脳卒中、心疾患等）との因果関係等についてのホームページや
広報媒体等を通じた啓発を行います。

　・　子どもとその保護者への喫煙防止教室の開催や子ども向けのパンフレットによる啓発
を行います。

　・　大学等と連携した若年世代への禁煙啓発を行います。

第４章　分野別取組
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　１１┃生活習慣病予防等の健康づく生活習慣病予防等の健康づくりり
　（（６６）感染症予防とその他の疾病予）感染症予防とその他の疾病予防防

現状・課題・第１次計画の評価

（感染症）
　１　平成２８（２０１６）年の届出数は、Ｏ（オー）１５７等の３類感染症が１３４件、レジオネラ
症等の４類感染症が１２０件、ウイルス型肝炎等の５類感染症が６５１件となっています。

　２　インフルエンザの患者発生状況は、例年、１月下旬から２月頃に流行のピークを迎
えています。なお、平成２１（２００９）年度は、５月に確認された新型インフルエンザ
（A／H１N１：平成２３（２０１１）年４月より季節性に移行）の影響により例年のピークと
異なり、１０月末に流行のピークを迎えました。

　３　結核の罹患率（１年間の新規患者の割合）は、全国と同様に減少傾向にありますが、
平成２８（２０１６）年の新規患者は、全県で８４４人（罹患率１５．３：人口１０万対）と、全国
に比較するとまだ多くの患者が発生しています。

　４　麻しん（はしか）は平成２７（２０１５）年３月に、世界保健機関により日本では排除状
態にあることが確認されましたが、海外で感染した人が日本に帰国後発病する事例が
発生しています。

　５　エイズについては、平成２８（２０１５）年の県内発生動向は、HIV感染者数の新規報告
数が２０人、エイズ患者数の新規報告数が１５人であり、過去最高の報告数となった平成
２５（２０１３）年から減少から横ばい傾向です。一方で、性感染症の梅毒は全国的にも増
加に転じており、県内では平成２８（２０１６）年の届出数が１８３人と前年の２倍以上になっ
ています。

　６　健康づくり実態調査では、感染症予防のための「手洗い」「うがい」「マスク」など
に取組む人の割合については、前回（Ｈ２３年度調査）からは、ほぼ横ばいの状況です。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

（アレルギー）
　１　厚生労働省の報告（平成２３（２０１１）年）では、全人口の約２人に１人が何らかのア
レルギー疾患に罹患し、急速に増加しているとされています。

　２　アレルギー疾患は、正しい予防法や適切な治療により、発症の予防や症状の改善が
期待できることから、正しい知識の普及啓発や相談支援、かかりつけ医と専門医のい
る医療機関との円滑な連携などの対策が必要です。
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第２次計画の目標項目

予防接種を実施する人の割合の増加（インフルエンザ）
　　　　［現　状　値］　　　４９．２％（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　増　加（Ｈ３４（２０２２））
　　　　　
家庭での感染症予防対策に取り組む人の割合の増加
　　　　［現　状　値］　　　手洗い　　　　８７．１％　⎫

　　　　　　　　　　　　うがい　　　　６７．１％　⎪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎬（Ｈ２８（２０１６））
　　　　　　　　　　　　マスク　　　　４９．８％　⎪
　　　　　　　　　　　　ワクチン接種　３８．６％　⎭
　　　　［目　　標］　　　手洗い　　　　　９５％　⎫

　　　　　　　　　　　　うがい　　　　　８９％　⎪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎬（Ｈ３４（２０２２））
　　　　　　　　　　　　マスク　　　　　５９％　⎪
　　　　　　　　　　　　ワクチン接種　　４８％　⎭

県の取組方針・主な推進施策

（感染症予防に関する啓発等）
　感染症の予防に関して、手洗いやマスクの着用など標準的な予防対策の徹底や予防
接種の重要性の普及啓発など個人レベルで行う予防と、社会全体での予防対策の重要
性について啓発を行います。

　・　感染症に関する正しい知識の普及啓発や情報発信等を行います。
　・　予防接種に関する知識の普及啓発、定期予防接種を推進します。
　・　感染症発生動向調査の実施と情報提供を行います。
　・　エイズ電話相談、エイズカウンセラー派遣制度を実施します。
　・　肝炎ウイルス検診の推進、肝炎患者支援手帳を活用します。
　・　感染症発生時の積極的疫学調査（発生状況、原因等の調査）を実施します。

（アレルギー疾患に関する啓発等）
　正しい予防法や症状の軽減にかかる知識の普及啓発、情報発信を行います。

　・　アレルギー疾患に関する正しい知識の普及啓発、情報発信等を行います。

第４章　分野別取組
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各主体の役割

【医療機関】
○　かかりつけ医、かかりつけ歯科医による相談への対応
○　健診（検診）、保健指導の実施、必要性等の普及啓発
○　地域医療連携パス（脳卒中、糖尿病、がん）の推進
○　禁煙相談窓口の設置や、禁煙を希望する喫煙者への禁煙サポートの実施
○　妊婦健診等の機会を利用した保健指導の実施や妊娠・出産等に関する正しい知識の普
及啓発の実施

○　学校保健と連携した健康教育の推進

【医師会、歯科医師会、薬剤師会等】
○　専門職の研修会の開催
○　糖尿病性腎症重症化予防プログラムへの参画
○　喫煙による健康への影響等正しい知識の普及啓発、健診（検診）時や治療中の患者で
喫煙している人に対する禁煙の動機付け及び禁煙指導の実施

○　学校保健と連携した健康教育の推進
○　子育て中の親子に対する健康や育児に関するアドバイスなどの支援

【薬局（まちかど相談薬局）】
○　まちかど相談薬局、健康サポート薬局、かかりつけ薬剤師・薬局による健康や介護に
不安を持つ県民への相談対応

○　禁煙を希望する喫煙者への禁煙サポートの実施

【兵庫県看護協会】
○　県内各地域における「まちの保健室」による健康づくり、子育て支援、介護予防、認
知症予防等の推進

○　専門職を対象とした研修会の開催

【兵庫県栄養士会】
○　栄養ケア・ステーションの設置、運営、管理栄養士等による栄養相談・栄養指導の実施
○　県・市町の食育や食の健康づくりに関する事業への協力
○　専門職を対象とした研修会の開催

【医療保険者等】
○　健診（検診）・保健指導の必要性の普及啓発及び実施や、対象者が健診等を利用しや
すい体制づくり

○　特定保健指導の対象外で健康リスクのある人への支援の実施
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○　糖尿病性腎症重症化予防プログラムの実施推進

【婦人会】
○　地域における食育の普及啓発、多世代が交流する食事づくりや共食の機会づくり、県・
市町の食育等に関する事業への協力

○　乳幼児がいる家庭に対する地域における見守り活動等の実施

【愛育班】
○　健診（検診）受診の声かけ
○　地域における健康づくりの普及啓発、多世代が交流する食事づくりや共食の機会づく
り、県・市町の健康づくり等に関する事業への協力

○　乳幼児や高齢者がいる家庭に対する地域における見守り活動等の実施
○　子どもをたばこの煙から守るための普及啓発

【老人クラブ】
○　乳幼児がいる家庭に対する地域における見守り活動等の実施
○　健康づくり、介護予防に関する活動の実践
○　介護予防・日常生活支援総合事業への協力

【いずみ会】
○　ライフステージに応じた食生活改善講習会や食育イベント等の実施、多世代が交流す
る食事づくりや共食の機会づくり

○　保育所・幼稚園・学校等と連携した食育の実践
○　県・市町の食育や食の健康づくりに関する事業への協力

【兵庫産業保健推進センター】
○　産業保健スタッフ等に対する保健指導・健康づくり研修会の開催
○　健診（検診）・保健指導の実施、健診（検診）後の受診勧奨者の受診確認など事後措

置への協力や、各種媒体による健診（検診）受診の必要性等の普及啓発及び協力

【一般社団法人ひょうごピアカウンセリング研究会】
○　思春期ピアカウンセラーの養成等を通じた思春期の健康づくりの取組の推進

【教育関係機関】
○　地域保健と連携した健康教育や相談の実施
○　学校体育に関する活動の充実等による児童・生徒の体力向上への取組
○　思春期ピアカウンセラーの活用による健康教育の推進

第４章　分野別取組
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【学校、幼稚園、保育所、認定こども園】
○　教育活動全体を通じた食に関する指導等健康教育の充実
○　地場産物を活用する等、学校給食を生きた教材として活用した食育の推進
○　家庭や地域と連携した食育の推進

【農林漁業関係団体等】
○　農林漁業体験の機会提供等による食育活動の実施や地域の食材を取り入れた給食実施
への協力

【事業所】
○　事業所健診の実施及び従業員が健診（検診）・保健指導を利用しやすい環境づくり
○　特定健診・特定保健指導の実施への協力及び健診事後措置への協力による従業員・家
族の健康づくりの取組

○　兵庫県健康づくりチャレンジ企業への登録、支援メニューを活用した健康づくりの取
組の推進

○　健康づくりや疾病と治療に関する正しい知識の普及と予防等に関する環境整備
○　産業医との連携、兵庫産業保健推進センター・地域産業保健センターと地域保健関係
者の連携

○　食の健康協力店への登録
○　従業員等が健康に配慮し利用できる食堂の整備
○　地域における食生活改善・食育活動を推進するための施策等への協力
○　食品の巡回販売や配食サービスの実施等による高齢者の食生活を支援する体制の整備
○　条例に基づく受動喫煙防止対策の実施、受動喫煙による健康への影響、受動喫煙防止
対策に関する正しい知識の習得

○　喫煙による健康への影響等正しい知識の従業員への普及啓発、受動喫煙防止の環境づ
くり、従業員への禁煙支援

○　妊婦健診受診のための時間の確保、危険有害業務の就業制限など妊娠・出産・子育て
に配慮した職場環境づくりの推進

○　飲食店等において、未成年者にたばこ、アルコールの提供しないことの徹底や、施設
の禁煙・分煙対策の推進

【市　町】
○　市町健康増進計画の策定
○　健診、健康教育、健康相談等市町保健事業の実施
○　住民に対する疾病等に対する正しい知識や、健診（検診）・保健指導の必要性等の普

及啓発
○　住民自らの健康づくりにインセンティブを付与する取組（ポイント制度等）の推進
○　職域保健との連携促進
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○　健康づくりに取り組む施設等の整備及び活動への支援
○　介護予防が図られる地域の仕組みづくり、地域団体や住民が行う活動への支援
○　食育推進計画の策定、関係者による連絡会の開催等による食育の推進体制の整備
○　ライフステージに応じた栄養相談、栄養指導の実施
○　保育所・幼稚園・小学校等による食育推進への支援
○　市町単位いずみ会への活動支援
○　地域団体・関係団体と連携した食生活改善・食育の推進
○　喫煙による健康への影響等正しい知識や受動喫煙防止に関する普及啓発（禁煙教室等
の開催）、未成年者への喫煙防止教育の強化

○　禁煙サポート体制の整備、相談窓口の周知
○　母子保健計画の策定及び母子保健連絡協議会の設置による母子保健推進体制の整備
○　乳幼児健診、保健指導、妊娠・出産・子育て等に関する正しい知識の啓発、子育て世
代包括支援センターの設置・運営等による母子保健事業の実施

○　学校保健と連携した児童・生徒に対する健康教育の推進や体力向上の取組への支援
○　予防接種の実施、正しい知識の普及

【県　民】
○　健康づくりや疾病に関する正しい知識の習得、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、か
かりつけ薬剤師・薬局の必要性の理解

○　ひょうご健康づくり県民行動指標、健康づくりチェックツール等の活用による健康な
生活習慣の確立に向けた取組の実践

○　定期的な健康診断の受診などにより自らの健康状態を把握し、必要な保健指導等の利
用や相談窓口の活用、健康づくりに関する講習会等への参加

○　子ども世代から高齢期までそれぞれのライフステージに応じた望ましい食生活の知識
習得と実践

○　家族や友人、隣人等との食事づくりや共食の機会の確保
○　家族や次世代へ食に関する知識を伝える
○　食育や食の健康づくりに関する講習会やイベント等への積極的な参加
○　喫煙や受動喫煙による健康への影響や禁煙サポートに関する正しい知識の習得
○　妊娠・出産に関する正しい知識や、乳幼児期の好ましい生活習慣に関する正しい知識
の習得

○　妊婦健診、乳幼児健診、予防接種の受診や、相談窓口の活用など母子保健事業の利用
○　青少年期からのスポーツを通じた運動習慣の定着や、たばこやアルコール、薬物の害、
性感染症などに関する正しい知識の習得等による健康的なライフスタイルの確立

第４章　分野別取組
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目標項目一覧（生活習慣病予防等の健康づくり）

48

（１）主体的な健康づくりに向けた健康意識の向上
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

第１次計画の目標に達していないこ
とから、目標を据え置く。Ｈ３４

２０％以上
Ｈ２８

１５．９％２０歳以上男性・ほぼ毎日体重を測定する人の
割合の増加 ３０％以上２３．８％２０歳以上女性

第１次計画の目標を達成しているこ
とから数値目標は設定せず「増加」
とする。

Ｈ３４増加Ｈ２８７１．２％・かかりつけ医をもつ人の割合の増加

数値目標を設定せず現状値からの
「増加」を目指す。Ｈ３４増加Ｈ２８３１．８％・かかりつけ薬剤師・かかりつけ薬局を持つ人の

割合の増加
第１次計画の目標を達成していない
ことから、目標は据え置く。Ｈ３４８００軒Ｈ２９．６５８８軒・健康・介護まちかど相談薬局設置数の増加

数値目標を設定せず現状値からの
「増加」を目指す。Ｈ３４増加Ｈ２８３９，９０７人・まちの保健室の相談者数の増加

健康日本２１（第二次）の目標をすで
に達成しているため、「減少」とする。

Ｈ３４減少Ｈ２７
３０．７％男性・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少

（１０万人当たり） １１．７％女性

Ｈ３４減少Ｈ２７
３６．９％男性・脳血管疾患の年齢調整死亡率の減少

（１０万人当たり） １９．１％女性

健康日本２１（第二次）の目標設定に
あわせる。

Ｈ３４70%Ｈ２７４６．５％・特定健診の受診率の向上（４０～７４歳）
Ｈ３４45%Ｈ２７１４．４％・特定保健指導の実施率の向上（４０～７４歳）

健康日本２１（第二次）の目標設定に
あわせる。（Ｈ２０値［該当者１６％、予
備群１１．２％］の２５％減）

Ｈ３４１２％Ｈ２７１６．１％・メタボリックシンドロームの該当者の割合の減
少（県平均）

Ｈ３４９％Ｈ２７　９．９％・メタボリックシンドロームの予備群の割合の減
少（県平均）

基準となる国の計画等がないことか
ら、数値目標は設定せず「減少」と
する。（健康日本２１（第二次）では
「収縮期血圧の平均値の低下」（年齢
４０～８９歳））

Ｈ３４減少Ｈ２５

４４．６％男性・特定健診受診者のうち収縮期血圧が１３０ 
mmHg以上の者の割合の減少（市町国
保・協会けんぽ） ４２．７％女性

基準となる国の計画等がないことか
ら、数値目標は設定せず「減少」と
する。

Ｈ３４減少Ｈ２５
３６．１％男性・特定健診受診者のうちHbA１C該当者の

割合の減少（市町国保・協会けんぽ） ３７．８％女性

全市町での実施を目指す。Ｈ３５４１市町Ｈ２８１３市町・糖尿病腎症重症化予防プログラムの実施保険者
数（市町国保）

健康日本２１（第二次）の目標設定に
あわせる。（１０年間で８％減、５年
間で４％減）

Ｈ３４５６５人Ｈ２７５８９人・糖尿病合併症（糖尿病による新規透析導入患者
数）の減少

健康日本２１（第二次）の目標設定に
あわせる。Ｈ３４７５％Ｈ２８６３．８％・糖尿病有病者のうち治療を継続している人の割

合の増加

第１次計画の数値目標を達成できて
いないことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４

１０％
Ｈ２８

１４．５％男性・生活習慣病のリスクを高める量を飲酒し
ている人の割合の減少 ５％１０．３％女性

活力あるふるさと兵庫実現プログラ
ムの目標にあわせる。Ｈ３４１，５００社Ｈ２８９３６社・健康づくりチャレンジ企業登録数

兵庫県がん対策推進計画の目標設定
にあわせる。Ｈ３３

全国平均
より５％
以上低い
状態　　

Ｈ２７７７．３％・７５歳未満のがんの年齢調整死亡率が全国平均よ
り５％以上低い状態（１０万人当たり）

兵庫県がん対策推進計画の目標にあ
わせる。Ｈ３４５０％Ｈ２８

３５．９％胃がん

・がん検診受診率の増加
（４０歳以上、子宮頸がんのみ
２０歳以上）

４０．７％肺がん
３９．８％大腸がん
３８．１％子宮頸がん
４０．６％乳がん
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（２）食生活の改善
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

健康日本２１（第二次）にあわせる。Ｈ３４８ｇＨ２８９．６ｇ・１日あたりの食塩摂取量の減少（２０歳以上）

健康日本２１（第二次）にあわせる。Ｈ３４３５０ｇＨ２８２７５．４ｇ・１日あたりの野菜摂取量の増加（２０歳以上）

現状値の２０％減とする。Ｈ３４50%Ｈ２８６３．１％・果物摂取量１００ｇ未満の人の割合の減少
（２０歳以上）

兵庫県食育推進計画（第３次）にあ
わせる（現状値の１０％増）。Ｈ３３

５７％以上
Ｈ２７

５１．４％２０歳代男性
・朝食を食べる人の割合の増加

７６％以上６９．２％２０歳代女性

兵庫県食育推進計画（第３次）にあ
わせる（国食育計画と整合性を図る）。Ｈ３３７０％以上Ｈ２８４２．２％

・主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２
回以上、ほぼ毎日食べている人の割合の増加
（２０歳以上）

兵庫県食育推進計画（第３次）にあ
わせる（現状値の２０％増）。Ｈ３３６８％以上Ｈ２７５７％

・毎日、家族や友人と楽しく食事をする人の割合
の増加（１日１食以上、楽しく２人以上で食事
を食べている人（２０歳以上））

現状値の２０％減とする。Ｈ３４
２３％

Ｈ２８
２９．０％男性・適正体重を維持している人の割合の増加

（２０～６０歳代の男性の肥満、女性のやせ
の減少）　 １０％１１．９％女性

現状値の１０％増に留める。Ｈ３４増加抑制
（２４％）Ｈ２８２１．８％・低栄養傾向（BMI２０以下）の高齢者（６５歳以上）

の割合の増加抑制

特定給食施設のうち、特に児童福祉
（５３．３％⇒５７％）、事業所（３７％⇒
４０％）の栄養士配置率をあげる。

Ｈ３４６８％Ｈ２８６５．５％
・利用者に応じた食事の計画、調理及び栄養の評
価・改善を実施している特定給食施設の割合の
増加

各市に１カ所設置するＨ３４２９カ所Ｈ２８４箇所・栄養ケア・ステーションの設置数の増加

兵庫県食育推進計画（第３次）にあ
わせる（年間２００店、年間５５店増）。

Ｈ３３９，０００店Ｈ２８８，０２５店・食の健康協力店の増加

Ｈ３３３，２００店Ｈ２８２，９４５店・食の健康協力店の取組内容の充実
（栄養成分の表示）

（３）運動習慣の定着
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

健康日本２１（第二次）の目標設定に
あわせる。Ｈ３４

９，０００歩以上
Ｈ２８

７，７８２歩男性・日常生活における歩数の増加
（２０歳以上） ８，５００歩以上６，８１３歩女性

兵庫県スポーツ推進計画の目標にあ
わせる。Ｈ３３

70%
Ｈ２８

６２．０％週１回以上
・運動を継続している人の割合
の増加（運動を行った日数）　

40%３７．０％週３回以上

基準となる国の計画等がないことか
ら、数値目標は設定せず「増加」と
する。

Ｈ３４増加Ｈ２８37.1%
・日常生活のなかで体を動かすこと（歩く。そ
うじをする、子どもと遊ぶ等）を習慣化して
いる人の割合

兵庫県地域創生戦略の目標値、目標
年度にあわせる。Ｈ３１１５０，０００人Ｈ２７１０１，９０３人・住民主体の介護予防に資する通いの場への参

加者数の増加

兵庫県地域創生戦略の目標値、目標
年度にあわせる。Ｈ３１８，０００箇所Ｈ２７４，８７１箇所・住民主体の介護予防に資する通いの場の箇所

数
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（４）たばこ対策の推進
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

健康日本２１（第二次）の目標設定に
おける計算方法にあわせて、目標設
定を計算する。

Ｈ３４

１０％

Ｈ２８

１４．２％全体　　
・習慣的に喫煙している人の割合の
減少（喫煙をやめたい人がやめる） １９％２４．８％　　男性

４％　７．１％　　女性

第１次計画の数値目標をいずれも達
成できていないことから、目標設定
を据え置く。

Ｈ３４

９０％

Ｈ２８

８３．５％肺がん

・喫煙が及ぼす健康影響に
ついての十分な知識を
持っている人の割合の増
加

８０％６５．４％喘息

８０％６６．８％気管支炎

６０％４６．９％心臓病

６０％５０．３％脳卒中

５０％３１．８％胃かいよう

９０％７５．９％妊娠に関連した異常

５０％４１．９％歯周病

目標設定の時点（平成２９年９月）に
おける都道府県トップ（徳島県）の
水準を目標値に設定する。

Ｈ３４

２０％

Ｈ２９．４

１５．８％全体　　・禁煙指導を行う医療機関の割合の
増加（ニコチン依存症管理料届出
済医療機関）

４４％３４．５％　　病院

１６％１３．９％　診療所

第１次計画の数値目標達成が未達成
なことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４

１，０００軒
Ｈ３０．２

９３２軒薬局　　・禁煙指導を行う薬局・薬剤師数の
増加 ２，１００人１，９０３人薬剤師　

健康日本２１（第二次）の目標設定に
あわせる。ただし「飲食店」は新県
政推進重点プログラムの目標設定に
あわせる。

Ｈ３４０％

Ｈ２８

２４．８％職場　　

・受動喫煙の機会を有する者の割合
の減少

Ｈ３２０％４２．０％飲食店　

Ｈ３４

０％　４．５％行政機関

０％　４．６％医療機関

３％１６．０％家庭　　

（５）次世代への健康づくり支援
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

健やか親子２１（第２次）の目標
にあわせる。

Ｈ３４減少Ｈ２８　９．６％・全出生数中の低出生体重児の割合の減少

Ｈ３６０％Ｈ２８　４．１％・妊娠中の妊婦の喫煙率の減少

Ｈ３６
２０％

Ｈ２８
　３５．５％父親

・育児期間中の両親の喫煙率の減少
４％　６．３％母親

Ｈ３４減少Ｈ２８　１１．５％・乳児のSIDS（乳幼児突然死症候群）の乳児死亡率の
減少

Ｈ３４減少Ｈ２８　１１．５％・乳児の不慮の事故死亡率の減少

Ｈ３６１００％Ｈ２８

　９９．６％乳児健診　　　
・乳児健診等において健診未受診児
を含めた把握率の増加 　９９．９％１歳６ヶ月児健診

１００．０％３歳児健診　　

Ｈ３４増加Ｈ２８　９３．２％・妊娠１１週以下での妊娠届出率の増加

Ｈ３６１００％Ｈ２８３１市町
　７５．６％

・妊娠届出時に保健師等専門職が全数に健康相談を行
う市町数の増加

Ｈ３６４１市町　
１００％Ｈ２８４０市町

　９７．６％
・妊婦への喫煙に関する指導を実施している市町数の
増加

Ｈ３６４１市町　
１００％Ｈ２８４０市町

　９７．６％
・妊婦への飲酒に関する指導を実施している市町数の
増加

Ｈ３６１００％Ｈ２８　９５．９％・新生児訪問または乳児家庭全戸訪問の実施率の増加

国指針の目標接種率とする。Ｈ３４９５％以上Ｈ２８
　９７．４％麻しん及び風しん第Ⅰ期・定期予防接種の接種率の

増加 　９４．０％麻しん及び風しん第Ⅱ期
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（６）感染症その他の疾病予防
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

現状からの増加を目指す。Ｈ３４増加Ｈ２８４９．２％・予防接種を実施する人の割合の増加
（インフルエンザ）

第１次計画の数値目標達成が未達成
なことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４

９５％

Ｈ２８

８７．１％手洗い　　　

・家庭での感染症予防対策に取
り組む人の割合の増加

８９％６７．１％うがい　　　

５９％４９．８％マスク　　　

４８％３８．６％ワクチン接種

目　標　数　値　等現　状　値
目　標　項　目

考　え　方年度数値年度数値
兵庫県地域創生戦略の目標にあ
わせる。Ｈ３２４１市町

１００％Ｈ２９３０市町
７３．２％

・子育て世代包括支援センター（母子保健型）を設置
する市町数の増加

兵庫県スポーツ推進計画の目標
にあわせる。Ｈ３３９０％Ｈ２８

５０．３％小学生　・スポーツをする子どもの増加
（学校体育授業を除く、１日１時
間以上）【再掲】

７８．４％中学生　

５４．９％高校生　

健康日本２１（第二次）の目標設
定にあわせる。

Ｈ３４０％Ｈ２８

　７．７％中３男子

・未成年者の飲酒をなくす
１６．６％高３男子

　２．２％中３女子

１１．９％高３女子

Ｈ３４０％Ｈ２８

　０．０％中１男子

・未成年者の喫煙をなくす
　２．０％高３男子

　０．１％中１女子

　３．１％高３女子

Ｈ３４減少Ｈ２８
７２件性器クラミジア・１０歳代の性感染症患者数の減少

（定点当たりの患者報告数） ２２件淋菌感染症　　

Ｈ３６４１市町
１００％Ｈ２８２８市町

６８．３％・思春期保健対策に取り組む市町数の増加

Ｈ３６減少Ｈ２８３．６・１０歳代の人工妊娠中絶率の減少（人口千人対）



２２┃歯及び口腔の健康づく歯及び口腔の健康づくりり
（１）総合的な推　（１）総合的な推進進

現状・課題・第１次計画の評価

　１　一人当たりの現在歯数は、６０歳代以降から減少傾向にあります。
　成人以降に歯を失う主な原因は歯周病であり、歯周病の発症は３０歳代から急増して
います。［表２８、２９］

【表２８】一人当たり現在歯数（兵庫県）　　　【表２９】進行した歯周疾患を有する人の割合（兵庫県）

［Ｈ２７兵庫県調査］　　　　　　　　　　　　　　　　　　［Ｈ２７兵庫県調査］　

　２　定期的に歯科健診を受診している人の割合は、５５．７％と半数以上の人が受診して
います。
　年代別にみると、２０代が最も少なく（４０．８％）、年齢とともに増加しますが、８０歳
代では減少します。［表３０］

【表３０】定期的な歯科健診の受診状況（兵庫県）

［Ｈ２８年度兵庫県健康づくり実態調査］　

　３　第１次計画に定める目標「過去１年間に歯科健康診査を受診した人の割合の増加（２０
歳以上）」「かかりつけ歯科医をもつ人の割合の増加」「定期的な歯石除去や歯面清掃
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2.8% 2.5% 1.0% 0.8% 1.0% 3.4% 5.9% 5.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上
受けた 受けていない 無回答

28.4 28.6 28.1 27.4 25.8
23.9

19.6

0

5

10

15

20

25

30

35

20歳 30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳

14.0% 14.9%

33.2%

44.6%
50.4%

54.6% 55.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

20歳 30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳



する人の割合の増加（２０歳以上）」「歯間清掃用具を使用する人の割合の増加（２０歳以
上）」は改善しています。
　また、「８０２０運動の目標達成者割合の増加」については、概ね改善傾向にありますが、
４０歳代で横ばい、７０歳代では悪化しています。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］［表３１］

【表３１】８０２０運動達成状況（兵庫県）

［Ｈ２８年度兵庫県健康づくり実態調査］　　　　　

第２次計画の目標項目（主なもの）

過去１年間に歯科健康診査を受診した人の割合の増加（２０歳以上）
　　　　［現　状　値］　　　５５．７％（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　　６５％（Ｈ３４（２０２２））
　　
8020運動目標達成者割合の増加
　　　　［現　状　値］　　　４０代（２８歯以上）　６４．４％　⎫
　　　　　　　　　　　　５０代（２５歯以上）　８０．１％　⎪
　　　　　　　　　　　　６０代（２４歯以上）　６８．４％　⎬（Ｈ２８（２０１６））
　　　　　　　　　　　　７０代（２２歯以上）　４８．０％　⎪
　　　　　　　　　　　　８０代（２０歯以上）　４０．２％　⎭
　　　　［目　　標］　　　４０代　７７％以上　　　　　⎫
　　　　　　　　　　　　５０代　９２％以上　　　　　⎪
　　　　　　　　　　　　６０代　７３％以上　　　　　⎬（Ｈ３４（２０２２））
　　　　　　　　　　　　７０代　６４％以上　　　　　⎪
　　　　　　　　　　　　８０代　４２％以上　　　　　⎭

　［その他の目標（詳細はＰ．６５参照）］
　　・　かかりつけ歯科医をもつ人の割合の増加
　　・　定期的な歯石除去や歯面清掃する人の割合の増加（２０歳以上）
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県の取組方針・主な推進施策

（ライフステージに応じた歯・口腔の保健サービスの推進）
　生涯自分の歯でおいしく食べて充実した生活を送るために、ライフステージに応じ
た歯と口腔の保健サービスを推進し、一人ひとりの保健行動を促します。
　

（8020運動の推進）
　８０２０運動をさらに推進し、歯と口腔の健康に関する最新の正確な知識・情報を県全
体に広く啓発します。
　また、医科をはじめとする他職種との連携を深めて、生活習慣病予防に効果的な歯
のヘルスケアを提供します。

　・　ホームページ、広報媒体、講演会、研修会の開催等や、８０２０運動推進員による、個人
及び団体の歯科保健に関する知識の普及啓発を行います。

　・　定期歯科健診による健康チェックと歯間清掃の必要性の普及啓発を行います。
　・　かかりつけ歯科医を持ち、定期的な歯科健診の受診促進や、歯科専門職による口腔ケ
アを促進します。

　・　歯みがきなど日々のセルフケア継続を促進します。
　・　妊婦歯科健診の受診率向上、幼児期のむし歯予防（フッ化物の利用等）、学校歯科健
診のフォローアップの強化、成人期以降の定期的歯科健診・保健指導の実施の促進を
通じてライフステージ別の歯・口腔の健康づくりを進めます。
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２２┃歯及び口腔の健康づく歯及び口腔の健康づくりり
　（（２２）次世代への支）次世代への支援援

現状・課題・第１次計画の評価

　１　平成２８（２０１６）年度の妊婦を対象とした歯科健診は３４市町、歯科保健相談等は、２９
市町で実施されています。実施市町数は着実に増加していますが、目標である全市町
（４１市町）実施は達成されていません。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

　２　県内の幼児期、学齢期におけるむし歯のある者の割合は、年々減少傾向にあります。
　これは、子どもの歯に対する意識向上や、健康教室の開催等によるむし歯予防の取
組による効果が大きいと考えられます。
　しかし、３歳で約１６％だったむし歯のある者の割合は、５歳では約４０％となり、高
校３年生では約５６％まで増加します。［表３２］
　また、近年は、子どもの口呼吸、歯列不正、歯肉炎など新たな問題も増えています。

　３　高校卒業後、定期的な歯科健診を受診する機会がなく青年期、壮年期の歯・口腔保
健対策が不十分となっています。

【表３２】年齢別う蝕有病者率（兵庫県）［Ｈ２７兵庫県調査］

　　　　　※１歳６ヶ月、３歳はＨ２６のデータ

　４　「１２歳児での一人平均むし歯数の減少」「１２歳児での一人平均むし歯数が１歯未満で
ある市町数の増加」は目標を達成しています。また、「３歳児のむし歯のない人の割合
の増加」「３歳児のむし歯のない人の割合が８０％以上である市町数の増加」についても、
目標は達成していませんが、改善傾向にあります。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

第４章　分野別取組
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第２次計画の目標項目（主なもの）

妊婦歯科健診、または歯科専門職による相談に取り組む市町数の増加
　　　　［現　状　値］　　　３８市町（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　４１市町（Ｈ３４（２０２２））
　　
３歳児のむし歯のない人の割合の増加
　　　　［現　状　値］　　　８５％　　（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　９０％　　（Ｈ３４（２０２２））

１２歳児で歯肉に炎症所見のある者の減
　　　　［現　状　値］　　　４．２％　（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　　３％　（Ｈ３４（２０２２））

　［その他の目標（詳細はＰ．６５参照）］
　　・　３歳児のむし歯のない人の割合が８０％以上である市町数の増加
　　・　１２歳児での一人平均むし歯数が１歯未満である市町数の増加

県の取組方針・主な推進施策

（妊婦歯科健診・相談事業等の推進）
　妊娠期に歯と口腔の健康を維持するため、母子の歯の健康に関するサービスの推進
を今後も継続します。
　

（健康教育等における歯・口腔の健康づくりの推進）
　子どもとその保護者に、歯科保健指導による適切な生活習慣、食生活習慣の定着を
図ります。

　・　市町母子保健事業（乳幼児健診、健康相談、健康教育、家庭訪問等）への支援を行い
ます。

　・　妊産婦への歯周病啓発媒体の配布と普及啓発を実施します。
　・　妊婦を対象とした歯科健診、歯科保健相談を推進します。
　・　妊婦歯科健診マニュアルを活用した市町における実施を推進します。
　・　むし歯や歯周病予防に関する研修会、健康教育を実施します。
　・　学校歯科保健事業（学校歯科健診、学校歯科保健大会など）を支援します。
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　・　幼稚園、保育所、認定こども園、小・中学校、高校における歯科検診結果の集計、傾
向分析を行います。

　・　学校歯科医等と連携により、歯科健診後の歯科受診、治療体制を整備強化します。
　・　子ども、保護者への糖分の摂取頻度とむし歯との関係、歯周病・歯肉炎の発生とその
予防に関する理解を促進します。

　・　青年期の歯・口腔の健康づくりの体制整備を推進します。

第４章　分野別取組
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２２┃歯及び口腔の健康づく歯及び口腔の健康づくりり
　（（３３）成人期の取）成人期の取組組

現状・課題・第１次計画の評価

　１　歯周病は、４０歳代から７０歳代にかけて急増していることから、歯みがきなどのセル
フケアだけでは不十分で、定期的に歯科健診を受け、適切なケアとアドバイスを受け
ることが大切です。

　２　不規則な食生活や喫煙、精神的ストレスは歯周病を悪化させ、高血圧や糖尿病など
の生活習慣病の原因とも共通しています。歯周病の予防は、生活習慣病の予防にも効
果があります。

　３　「８０２０運動の目標達成者割合の増加」については、４０歳代では横ばい、５０歳代では改
善傾向がみられます。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

第２次計画の目標項目

8020運動目標達成者割合の増加［再掲］
　　　　［現　状　値］　　　４０代（２８歯以上）　６４．４％　⎫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎬（Ｈ２８（２０１６））
　　　　　　　　　　　　５０代（２５歯以上）　８０．１％　⎭　
　　　　［目　　標］　　　４０代　７７％以上　　　　　⎫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎬（Ｈ３４（２０２２））
　　　　　　　　　　　　５０代　９２％以上　　　　　⎭　　　　

県の取組方針・主な推進施策

（健康増進事業の推進）
　成人期は歯周病が急増する年代であるにもかかわらず、多忙で歯や全身の健康意識
も薄れやすいため、歯・口腔の健康教育等健康増進事業を推進します。
　
（定期的なかかりつけ歯科医の受診促進）
　歯周病は、４０歳以降に歯を失う最も大きな原因であり、歯周病の発生・進行を防止
するためには、定期的にかかりつけ歯科医に受診し、適切な指導とケア（歯石除去・
歯面清掃など）を受けることの啓発が必要です。

　・　市町における健康増進事業（健康教育、健康相談、訪問指導、歯周疾患検診）の実施
を支援します。

　・　市町における成人歯周病検診（節目検診）の実施を支援します。
　・　「健康づくりチャレンジ企業」制度における事業所歯科健診への支援等による働き盛り
世代への対策を推進します。
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２２┃歯及び口腔の健康づく歯及び口腔の健康づくりり
　（（４４）高齢期の取）高齢期の取組組

現状・課題・実施計画（第１次）の評価

　１　栄養摂取にも支障を及ぼし、低栄養状態に陥りやすくなるとともに、歯周病による
口臭の悪化や、歯を失い発音や滑舌が悪くなると、人との交流を避け、閉じこもりが
ちになり、生きがいを失いやすくなるといわれています。
　高齢に伴う咀嚼（そしゃく）・嚥下（えんげ）機能の低下と歯周病など口内細菌の
増殖を原因とする誤嚥性肺炎は、高齢者の死因の大きな割合を占め、その予防が課題
となっています。

　２　口の中の状態は常に変化していますが自分では気づきにくいため、歯科医による定
期的な検査と適切な処置を受けることが必要ですが、定期的に歯科健診を受診してい
る人は３～４割です。かかりつけ歯科医を持つことにより、適切な歯の処置やケアが
できたり、会話や仕草などから認知症の早期発見にもつながります。

　３　「８０２０運動の目標達成者割合の増加」については、６０歳代では改善、７０歳代では悪化、
８０歳代では目標には達していませんが、改善しています。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

　４　オーラルフレイルの予防による全身虚弱を防ぐ取組みが必要です。

　高齢者が虚弱や老衰などで介護が必要になる一歩手前の段階で現れる「話しにく
い」「食べこぼし」「むせやすい」「かめない食品が増えた」などの「ささいな口の
機能の衰え」のことを「オーラルフレイル」といいます。

第４章　分野別取組
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第２次計画の目標項目

8020運動目標達成者割合の増加［再掲］
　　　　［現　状　値］　　　７０代　４８．０％　　⎫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎬（Ｈ２８（２０１６））
　　　　　　　　　　　　８０代　４０．２％　　⎭
　　　　［目　　標］　　　７０代　６４％以上　⎫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⎬（Ｈ３４（２０２２））
　　　　　　　　　　　　８０代　４２％以上　⎭

口腔機能の維持・向上（６０歳代以上）における咀嚼良好者割合の増加
　　　　［現　状　値］　　　７５．４％　（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　　８０％　（Ｈ３４（２０２２））

県の取組方針・主な推進施策

（オーラルフレイルの予防による全身虚弱や認知症の予防）
　「オーラルフレイル」を放置していると、よくかめないために、食欲の低下や栄養
状態の悪化（低栄養）、体力・気力の低下、そして要介護や認知症へと進行しやすく
なります。「オーラルフレイル」を歯と口腔からの危険信号として捉え、その予防を推
進します。
　

（かかりつけ歯科医による認知症や要介護状態の予防等）
　生涯を通じて、かかりつけ歯科医の指導のもと健康な高齢者を増やします。
　また、高齢期の特徴に対応した歯科治療や食への支援に関する指針など体制づくり
を推進します。

　・　高齢者に対応した歯科健診の実施を推進します。
　・　オーラルフレイル予防のための指導者養成等を行います。
　・　介護を必要とする高齢者に対する口腔管理の指導、指導者の養成を行います。
　・　市町が行う介護予防事業（口腔機能の向上等）を支援します。
　・　歯と口腔のアプローチによる認知症の人のQOL（生活の質）の向上の取組みを進めま
す。

　・　かかりつけ歯科医による歯のケアの継続を促進します。
　・　かかりつけ歯科医による丈夫な歯でバランスの良い食生活習慣による認知症や要介護
状態の予防を促進します。

　・　かかりつけ歯科医による認知症の早期発見、関係機関への紹介等の連携を図ります。
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２２┃歯及び口腔の健康づく歯及び口腔の健康づくりり
　（（５５）配慮を要する者への支）配慮を要する者への支援援

現状・課題・第１次計画の評価

　１　障害のある人や要介護高齢者、難病患者は、自分で歯みがきすることが難しく、む
し歯や歯周病にかかりやすいため、定期的なケアが必要です。

　２　実施計画（第１次）に定めている目標である「障害者（児）入所施設での定期的な
歯科健診実施率の増加」「介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期的な歯科健
診実施率の増加」は目標には達していませんが、改善しています。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１０参照］

第２次計画の目標項目

障害者（児）入所施設での定期的な歯科健診実施率の増加
　　　　［現　状　値］　　　７３．８％　（Ｈ２９（２０１７））
　　　　［目　　標］　　　　９０％　（Ｈ３４（２０２２））

介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期的な歯科健診実施率の増加
　　　　［現　状　値］　　　３２．２％　（Ｈ２９（２０１７））
　　　　［目　　標］　　　　５０％　（Ｈ３４（２０２２））

県の取組方針・主な推進施策

（特別な配慮に基づく歯科疾患の予防と早期発見・早期治療）
　障害のある人や介護を必要とする高齢者、難病患者は、セルフケアが困難なため、
かかりつけ歯科医などによる定期的なケア及び特別な配慮に基づいた歯科疾患の予防
と早期発見・早期治療に努めます。また、歯と口腔機能の発達・維持のために必要な
歯科保健サービスの充実を図ります。
　

（歯周病・誤嚥性肺炎の予防）
　歯周病の影響の普及啓発を図り、誤嚥性肺炎等についても予防等の普及啓発を行い
ます。

第４章　分野別取組
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（介護者への口腔ケアの支援等）
　生涯を通じて、歯科健診の受診やかかりつけ歯科医の指導のもと歯のケアを継続し、
丈夫な歯でバランスの良い食生活習慣が身につくよう支援します。
　また、かかりつけ歯科医による病状等に対応した歯科治療や食への支援に関する指
針など体制づくりを推進します。

　・　障害のある人､難病患者等を対象とした歯科保健相談､訪問歯科保健指導を実施します。
　・　心身障害者（児）及びその保護者を対象とした保健・医療相談窓口の設置、医療従事
者を養成します。

　・　介護施設の職員を対象とした要介護者への口腔ケアなどの指導・研修を実施します。
　・　障害者（児）入所施設における定期的な歯科健診の実施に向けた支援を行います。
　・　介護老人福祉施設および介護老人保健施設における定期的な歯科健診の実施に向けた
支援を行います。

　・　かかりつけ歯科医と地域保健医療専門職が連携し歯科疾患の予防、異常の早期発見、
早期治療を促進します。

　・　かかりつけ歯科医などによる定期的な治療とケアを促進します。
　・　かかりつけ歯科医と地域保健医療専門職の連携を進めます。
　・　歯と口腔機能の発達・維持のために必要な歯科保健サービスの充実を図ります。
　・　歯周病が及ぼす全身疾患の予防意識を高めるため口腔ケアの必要性の普及啓発を行い
ます。

　・　医師とかかりつけ歯科医の連携の強化を推進します。
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各主体の役割

【関係団体等】
〈医療機関〉
○　かかりつけ歯科医と連携した介護状態の悪化防止、誤嚥性肺炎等の予防
○　かかりつけ歯科医と連携した定期的なケア及び配慮を要する人への歯科疾患の予防と
早期発見・早期治療の促進

〈県歯科医師会・県歯科衛生士会〉
○　歯科健診、歯科保健相談・指導の実施や実施への協力
○　歯と口腔の健康づくりに関する情報提供、正しい知識の普及
○　市町が実施する母子保健事業・健康増進事業・地域支援事業等や学校歯科保健事業へ
の協力

○　事業所歯科健診及び保健指導への協力
○　研修会の開催等を通じた歯科医師、歯科衛生士に対する資質向上
○　オーラルフレイル予防のための指導者養成
○　障害者（児）入所施設における定期的な歯科健診の実施
○　介護予防事業（口腔機能の向上等）への支援
○　学校歯科医等と連携による歯科健診後の歯科受診、治療体制の強化

〈県栄養士会〉
○　歯と口腔の健康づくりと健康的な食生活に関する情報提供、正しい知識の普及
○　咀しゃく・嚥下機能に配慮した食生活に関する知識の普及等、口腔機能の向上プログ
ラム実施への協力

〈婦人会〉
○　歯や口腔の健康保持のために必要な啓発や定期的な歯科健診受診等の呼びかけ
○　８０２０運動推進員による、個人及び団体の健康づくり推進

〈愛育班〉
○　歯や口腔の健康保持のために必要な啓発や定期的な歯科健診受診等の呼びかけ
○　８０２０運動推進員による、個人及び団体の健康づくり推進

〈いずみ会〉
○　歯や口腔の健康保持のために必要な啓発や定期的な歯科健診受診等の呼びかけ
○　８０２０運動推進員による、個人及び団体の健康づくり推進
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〈老人クラブ〉
○　歯や口腔の健康保持のために必要な啓発や定期的な歯科健診受診等の呼びかけ及び自
身の健診受診

○　口腔機能向上プログラム実施への協力、参加の呼びかけ
○　８０２０運動推進員による、個人及び団体の健康づくり推進

【事業者】
○　事業所歯科検診・歯科保健指導の実施と検診結果に基づく医療機関受診の勧告、治療
継続への配慮

【保育所・幼稚園・学校】
○　学校歯科検診の実施と検診結果に基づく個別歯科保健指導の徹底や、むし歯・歯周病
予防の正しい知識の普及、実践のための健康教育の実施

【市　町】
○　母子保健事業や市町健康増進事業等による歯科健診、歯周疾患検診、健康教育、保健
指導等の実施

○　かかりつけ歯科医を持つこと、定期的な歯科健診を受けることの重要性、むし歯や歯
周病についての正しい知識等についての普及啓発

○　オーラルフレイル予防も含めた介護予防事業の実施
○　配慮を要する要介護者等への歯科受診体制の取組
○　妊婦歯科健診等の受診率向上に向けた取組
○　母子保健事業（乳幼児健診、健康相談、健康教育、家庭訪問等）の実施
○　むし歯や歯周病予防に関する健康教育等の実施
○　健康増進事業（健康教育、健康相談、訪問指導、歯周疾患検診）の実施

【県　民】
○　かかりつけ歯科医を持つこと、定期的な歯科健診を受けることの重要性の理解、むし
歯や歯周病についての正しい知識の習得と適切な生活習慣の実践

○　妊婦歯科健診、学校歯科健診、事業所歯科健診、市町が行う歯周疾患検診などライフ
ステージに応じた定期的な歯科健診の受診、歯科保健相談・指導の利用

○　必要に応じた医療機関の受診・治療の継続
○　歯科専門職による口腔ケアの享受、歯みがきなど日々のセルフケアの実施継続
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目標項目一覧（歯及び口腔の健康づくり）
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（１）総合的な推進
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

健康日本２１（第二次）の目標設定にあ
わせる。Ｈ３４６５％Ｈ２８５５．７％・過去１年間に歯科健康診査を受診した人の割合

の増加（２０歳以上）

第１次計画の数値目標達成が未達成な
ことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４８４％Ｈ２７７１．５％・かかりつけ歯科医をもつ人の割合の増加

健康日本２１（第二次）の目標設定にあ
わせる。Ｈ３４

７７％以上

Ｈ２８

６４．４％４０代（２８歯以上）

・８０２０運動目標達成者割合の増
加

９２％以上８０．１％５０代（２５歯以上）

７３％以上６８．４％６０代（２４歯以上）

６４％以上４８．０％７０代（２２歯以上）

４２％以上４０．２％８０代（２０歯以上）

第１次計画の数値目標達成が未達成な
ことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４３０％以上Ｈ２７２８．４%・定期的な歯石除去や歯面清掃する人の割合の増

加（２０歳以上）

（２）次世代への支援
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

国の歯科口腔保健の推進に関する基本
的事項における目標値にあわせる。Ｈ３４９０％Ｈ２７８５．０％・３歳児のむし歯のない人の割合の増加

歯と口腔保健の推進に関する基本的事
項の目標値を超えていることから全市
町とする。

Ｈ３４４１市町Ｈ２７３９市町
９５．１％

・３歳児のむし歯のない人の割合が８０％以上であ
る市町数の増加

国の歯科口腔保健の推進に関する基本
的事項における目標値の割合とする
（２０％減）。

Ｈ３４３％Ｈ２８　４．２％・１２歳児で歯肉に炎症所見を有する者の減少

第１次計画及び国の歯科口腔保健の推
進に関する基本的事項における目標値
も達していることから現行の１．２倍と
する。

Ｈ３４３４市町Ｈ２８２９市町
７０．７％

・１２歳児での一人平均むし歯数が１歯未満である
市町数の増加

第１次計画の数値目標達成が未達成な
ことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４４１市町Ｈ２８３９市町

９５．１％
・妊婦歯科健診、または歯科専門職による相談に
取り組む市町数の増加

（３）成人期の取組
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

健康日本２１（第二次）の目標設定にあ
わせる。Ｈ３４

７７％以上
Ｈ２８

６４．４％４０代（２８歯以上）・８０２０運動目標達成者割合の増
加【再掲】 ９２％以上８０．１％５０代（２５歯以上）

（４）高齢期の取組
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

健康日本２１（第２次）の目標設定にあ
わせる。Ｈ３４

７３％以上

Ｈ２８

６８．４％６０代（２４歯以上）
・８０２０運動目標達成者割合の増
加【再掲】 ６４％以上４８．０％７０代（２２歯以上）

４２％以上４０．２％８０代（２０歯以上）

健康日本２１（第２次）の目標設定にあ
わせる。Ｈ３４８０％Ｈ２８７５．４％・口腔機能の維持・向上（６０歳代以上）における

咀嚼良好者割合の増加



（５）配慮を要する者への支援
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

国の歯科口腔保険の推進に関する基本
的事項における目標にあわせる。Ｈ３４90%Ｈ２９７３．８％・障害者（児）入所施設での定期的な歯科健診実

施率の増加

国の歯科口腔保険の推進に関する基本
的事項における目標にあわせるＨ３４50%Ｈ２９３２．２％・介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定

期的な歯科健診実施率の増加
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３３┃こころの健康づくこころの健康づくりり
（１）ライフステージに対応した取　（１）ライフステージに対応した取組組

　　　（ア）総合的な推（ア）総合的な推進進

現状・課題・第１次計画の評価

（こころの健康）
　１　家庭や地域社会における関係の希薄化、社会・経済構造の変化等に伴い、こころの
病が増加しています。また、健康の保持増進を図り、生活の質を高めるためには、栄
養や運動面だけでなく、十分な睡眠による心身の休養を日常生活に適切に取り入れた
生活習慣を確立することが重要です。

　２　健康づくり実態調査では、２０歳以上の成人のうち３割以上が「抑うつあり」という
結果が出ています。［表３３］
　また、平成２７（２０１５）年度に実施した県民意識調査では、「悩み、苦労、ストレス、
不満などがある」との問いに「よくある」（２６．８％）と「ときどきある」（４１．０％）
をあわせた「ある」と回答した人は６７．８％に上る結果になっています。

【表３３】平成２８年度兵庫県健康づくり実態調査

　　　　　　　　気分障害・不安障害について

　　　　　　　　　１　抑うつあり　　　３２．１％
　　　　　　　　　２　抑うつなし　　　６１．９％
　　　　　　　　　３　無回答　　　　　　６．０％

　　　　　　　　　Ｎ＝２，５８７

［設問］ （ア）から（カ）のそれぞれの質問について、過去 1 ヶ月間はどのようであったかお答えくだ
さい。

　いつも→５点、たいてい→４点、ときどき→３点、少しだけ→２点、まったくない→１点として集計
　合計が１１点以上を「抑うつあり」、１１点未満を「抑うつなし」と区分
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無回答まったく
ない少しだけときどきたいていいつも

４．０％４７．０％２０．８％１８．７％５．３％４．３％（ア）神経過敏に感じましたか

４．３％６９．５％１５．４％７．６％１．７％１．５％（イ）絶望的だと感じましたか

４．１％５９．０％２２．７％１１．０％２．３％０．９％（ウ）そわそわ、落ち着かなく感じましたか

３．９％５０．９％２５．５％１４．９％３．５％１．４％（エ）気分が沈み込んで、何が起こっても気が
　　　晴れないように感じましたか

４．１％５１．６％２６．５％１２．７％３．８％１．４％（オ）何をするのも骨折りだと感じましたか

３．８％６３．２％１８．８％　９．２％３．３％１．７％（カ）自分は価値のない人間だと感じましたか
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　３　健康づくり実態調査では、「過去１ヶ月間に睡眠で休養が充分とれていますか。」と
の問いに対しては、「あまりとれていない」が２４．６％となっています。平均睡眠時間に
ついて、「６時間以上７時間未満」（３２．６％）が最も多く、次いで「５時間以上６時間
未満」（３０．３％）、「７時間以上８時間未満」（１８．８％）です。睡眠の確保の妨げになる
ものについては、「仕事」（２０．６％）、「健康状態」（１４．５％）となっています。

（自　殺）
　１　本県の自殺者数は、平成９（１９９７）年から平成１０（１９９８）年にかけて９８７人から１，４５２

人と一挙に４６５人増加しました。その後も１，３００人前後の高い水準で推移したあと、平
成２３（２０１１）年から減少に転じ、平成２８（２０１６）年は９４２人と１９年ぶりに１，０００人を下
回りまわり、第１次計画の目標を達成しています。
［表３４］［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１１参照］

【表３４】自殺者の推移

［警察庁・兵庫県警察本部資料ほか］　

　２　全体では減少傾向にあるものの、２０歳未満、２０歳代は横ばい状態
　３　原因や動機を兵庫県警察本部資料（平成２３（２０１１）年～２８（２０１６）年）からみると、
健康問題が最も多く４４％、次いで経済生活問題が１３％、家庭問題が１２％、勤務問題が
９％などとなっています（６年間の平均）。
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第２次計画の目標項目

自殺者数の減少
　　　　［現　状　値］　　　９４２人（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　年間８００人以下（Ｈ３４（２０２２））

県の取組方針・主な推進施策

（関連施策との有機的な連携により自殺のリスク要因を抱える人への支援を強化）
　自殺のリスク要因に対応する様々な分野の関連施策、多様な人々や組織が密接に連
携し、あらゆる相談窓口が自殺予防の支援の入口となり連携支援が行えるよう、適切
な相談機関につなぐための仕組みを構築します。

　
（地域レベルの実践的取組への支援を充実）
　各市町、団体等が、継続して取り組んでいけるよう、国の自殺総合対策推進セン
ターとも連携し、市町ごとの地域自殺実態プロファイルの提供や市町自殺対策計画の
策定を支援するなど、地域レベルでの実践的取組が推進されるよう支援を充実します。

　
（ライフステージ等に応じたきめ細やかな対策を推進）
　全世代を通じた様々なリスク要因に対する適切な対応策を講じていくことに加え、
ライフステージに応じた特有の課題に対して、きめ細やかな対策を推進します。

　・　兵庫県いのちと心のサポートダイヤルやいのちの電話など相談体制の充実を図ります。
　・　アルコール・薬物関連問題に係る相談の実施や、専門医との連携を進めます。
　・　精神科医と一般かかりつけ医の連携強化を図ります。
　・　ストレスやうつ状態のスクリーニング手法の開発及び普及を行います。
　・　音楽療法士や園芸療法士の養成を進めるとともに、医療・福祉関係者の理解を深め、
導入、定着の促進を図ります。

　・　医師、保健師、介護従事者、民生児童委員等への研修（育児不安、発達障害、うつ病、
アルコール依存症、薬物依存症、認知症ケア等）による人材の育成を進めます。
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３３┃こころの健康づくこころの健康づくりり
（１）ライフステージに対応した取　（１）ライフステージに対応した取組組

　　　（イ）次世代への支（イ）次世代への支援援

現状・課題・第１次計画の評価

（育児不安）
　１　親が子どもに対して育てにくさを感じる要因は、発達障害をはじめとする子どもの
要因や親の要因、親子の関係性に起因する要因、さらに親子を取り巻く環境の要因が
複合的に関係します。

　２　育てにくさを感じる親の割合は、子どもの年齢が高くなるほど多くなっており、３
歳児を持つ親では４１．３％がその状況にあります。また、育てにくさを感じた時、相談
先を知っているなど何らかの解決方法を知っている親の割合は８１．５％です。
［厚生労働省「Ｈ２７母子保健事業実施状況」（兵庫県値）］

（産後うつ）
　１　新生児訪問時におけるエジンバラ産後うつ質問紙で産後うつ病が疑われる者（高得
点者：９点以上）の割合は７．２％です。
［厚生労働省「Ｈ２７母子保健事業実施状況」（兵庫県値）］

　２　第１次計画で目標としている「産婦のうつチェックを実施する市町数」は順調に増
え、平成２７年度には全４１市町で実施しています。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１１参照］

（発達障害児）
　１　平成２８（２０１６）年度の健診の受診率は１歳６ヶ月健診９７．２％、３歳時健診９６．９％と

なっています。そのうち、発達障害を疑うものは、１歳６か月児健診１，４７０人（３．３％）、
３歳児健診１，６１８人（３．７％）となっています。

　２　第１次計画で目標としている「５歳児発達相談実施市町数」は、目標の全市町の実
施には至っていませんが、平成２４（２０１２）年度の１３市町から平成２７（２０１５）年度には
２９市町にまで増えています。
［兵庫県「Ｈ２８市町乳幼児健康診査事業報告」（政令・中核市含む）］
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第２次計画の目標項目（主なもの）

　
子育て世代包括支援センター（母子保健型）を設置する市町数の増加【再掲】
　　　　［現　状　値］　　　３０市町（Ｈ２９（２０１７））
　　　　　［目　　標］　　　全市町（４１市町）（Ｈ３４（２０２２））
　　
産後うつをチェックする市町数及びフォロー体制がある市町数の増加
　　　　［現　状　値］　　　３７市町（Ｈ２７（２０１５））
　　　　　［目　　標］　　　４１市町（Ｈ３６（２０２４））

　［その他の目標（詳細はＰ．８８参照）］
　　・　５歳児発達相談を実施する市町数の増加

県の取組方針・主な推進施策

（相談等早期支援体制の整備）
　養育者が育児で孤立することなく安心して適切な育児が行えるよう相談体制を確立
するとともに、育てにくさに対応するため、関係機関が円滑に情報共有し、早期支援
につなげる体制を整備します。
　また、産科・小児科・精神科の連携、医療と保健の連携による養育支援等相談体制
を確立するとともに、周囲の理解を得にくく、二次障害を発生する可能性がある発達
障害の早期把握と相談支援の充実に取り組みます。

　・　妊婦教室、乳幼児健診、健康相談、家庭訪問など市町母子保健事業への支援を行い
ます。

　・　思いがけない妊娠SOS相談窓口や思春期保健対策の充実に向けたピアサポートルー
ムの開設による相談支援体制の強化を進めます。

　・　強い育児不安等養育上支援の必要な親子への訪問・相談及び親講座等を実施します。
　・　愛育班の声かけ運動、まちの保健室への支援、まちの子育てひろばの実施などによる
地域の支援体制づくりを進めます。

　・　産科、小児科等の連携による妊娠期からの早期支援や不安への対応等、養育支援ネッ
トの活用を進めます。

　・　市町における子育て世代包括支援センターの設置を支援することにより、妊娠期から
子育て期まで切れ目のない支援を提供できる支援体制づくりを進めます。

　・　周産期のメンタルヘルス充実に向け、妊娠中及び産後うつ病の早期把握、早期支援の
仕組みづくりを進めます。

　・　５歳児発達相談の実施促進、県立こども発達支援センターの運営等による発達障害児
の早期支援体制の整備を行います。

第４章　分野別取組
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第　３　位第　２　位第　１　位年　齢

不慮の事故自　　　殺悪性新生物１０～１４歳

悪性新生物不慮の事故自　　　殺１５～１９歳

悪性新生物不慮の事故自　　　殺２０～２４歳

不慮の事故悪性新生物自　　　殺２５～２９歳

不慮の事故悪性新生物自　　　殺３０～３４歳

心　疾　患悪性新生物自　　　殺３５～３９歳

３３┃こころの健康づくこころの健康づくりり
（１）ライフステージに対応した取　（１）ライフステージに対応した取組組

　　　（ウ）青少年期の取（ウ）青少年期の取組組

現状・課題・第１次計画の評価

（ひきこもりの状況）
　１　平成２８（２０１６）年度内閣府「若者の生活に関する調査報告書」によると、ひきこも
り状態（半年以上にわたり、家族以外とほとんど交流せず自宅にいる）にある１５～３９
歳の人は、全国で推計５４万１千人おり、そのうち、約７５％がひきこもり期間３年以上
となっています。

　２　県が設置している「兵庫ひきこもり相談支援センター」での相談（電話、来所、訪
問）では、平成２８（２０１６）年度は合計４，５３８件の相談がありました。相談内容は、ひ
きこもり状態に対する漠然とした不安や悩み、学校や地域など、人との関わり方や日
常生活全般の悩み、さらには就労を含めた今後の進路についての悩みが多く占めてい
ます。

　３　いじめ、不登校、友人関係などで悩んでいる子どもや保護者への県内の相談状況は、
その相談に応じる「ひょうごっ子悩み相談センター」では、５，０３０件（平成２８（２０１６）
年度）がありました。

　４　第１次計画に定める目標「眠れないことが頻繁にある人の割合の減少」は目標を達
成、「ストレスがたくさんあったと感じる人の割合の減少」は目標には達していないも
のの減少しており、改善傾向にあります。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１１参照］

（青少年の自殺）
　１　１０代から３０代までの死因の１位が「自殺」となっており、非常に深刻な状態にあり

ます。［表３５］

【表３５】年齢別死因（平成２８年）（平成２８年人口動態統計［厚生労働省］）

［厚生労働省「人口動態統計」］　　　　　　　　
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第２次計画の目標項目（主なもの）

　
眠れないことが頻繁にある人の割合の減少（中１、中３、高３）
　　　　［現　状　値］　　　４．８％（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　減　少（Ｈ３４（２０２２））

ストレスがたくさんあったと感じる人の割合の減少（中１、中３、高３）
　　　　［現　状　値］　　　１５．０％　　（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　１３％以下（Ｈ３４（２０２２））

　［その他の目標（詳細はＰ．８８参照）］
　　・　悩みがあった時に誰にも相談しない人の割合の減少（中１、中３、高３）

県の取組方針・主な推進施策

（青少年の健やかな成長の支援）
　ひきこもり等課題を抱える青少年に対して相談窓口の設置、専門機関等との連携な
どによる青少年の健やかな成長の支援を目的とした取組を進めます。
　また、保健・医療、福祉、教育、雇用等の関係機関によるネットワークを生かし、
関係機関との連携により、当事者や家族への支援を進めます。
　さらに、いのちの大切さの教育や啓発、いじめ等相談窓口の充実などを進めます。
　
　・　小学校や中学校へのスクールカウンセラー及び高校へのキャンパスカウンセラーの配
置を進めます。

　・　全県的な相談・支援体制を充実させるため、中学校区へのスクールソーシャルワー
カーの配置に対して市町（政令市・中核市以外）への補助を行います。

　・　ひょうごっ子悩み相談などいじめ等教育相談を実施します。
　・　ひきこもり・不登校等の課題を抱える青少年のためのほっとらいん相談（青少年のた
めの総合相談・ひきこもり専門相談）を実施します。

　・　ひきこもりの長期化等への対応を図るため、兵庫ひきこもり相談支援センターの運営
（地域ブランチ５カ所を含む）を行います。

　・　県立但馬やまびこの郷、県立神出学園・県立山の学校を運営します。
　・　保護者への研修、PTA・関係機関との連携など学校保健活動を実施します。
　・　兵庫県いのちと心のサポートダイヤルやいのちの電話など相談体制の充実を図ります。
　

第４章　分野別取組
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31.9%

32.3%

63.2%

61.0%

5.0%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 N=1031

女性 N=1554

抑うつあり 抑うつなし 無回答

0% 20% 40% 60% 80%10% 30% 50% 70% 90% 100%
女　80歳以上
女　70歳代
女　60歳代
女　50歳代
女　40歳代
女　30歳代
女　20歳代
男　80歳以上
男　70歳代
男　60歳代
男　50歳代
男　40歳代
男　30歳代
男　20歳代

よくある ときどきある あまりない ほとんどない 無回答

13.0% 8.0%21.8%26.0%31.2%

38.1% 6.2%17.1%38.5%

30.8% 4.7%21.6%42.9%
33.6% 5.3%18.9%42.2%

29.2% 0.1%6.9%19.1%44.7%
14.9% 16.9% 0.2%29.3%38.7%

19.0% 3.5%20.3%28.1%

19.3% 5.8%

29.1%

23.1% 19.4%32.4%

36.8% 3.3%12.1%47.8%
35.7% 7.1%6.3%50.8%

39.4% 4.8%13.1%42.8%

36.9% 0.4%5.7%15.9%41.1%

22.1% 0.6%11.8%17.6%47.9%
20.1% 3.7%9.2%30.7%36.3%

寝つきが悪い、熟睡できない悩み、苦労、ストレス、不満などがある

１６．４％よくある２６．８％よくある
３２．３％ときどきある４１．０％ときどきある
２４．９％あまりない２０．２％あまりない
２４．２％ほとんどない１０．４％ほとんどない
　２．２％無回答　１．５％無回答

３３┃こころの健康づくこころの健康づくりり
（１）ライフステージに対応した取　（１）ライフステージに対応した取組組

　　　（エ）成人期の取（エ）成人期の取組組

現状・課題・第１次計画の評価

（ストレス等の状況）
　１　平成２７（２０１５）年度の県民意識調査（兵庫県）では、ストレスなどが「よくある」
「ときどきある」の割合は６７．８％あり、特に２０歳代から５０歳代で割合が高くなっていま
す。［表３６］
　また、健康づくり実態調査では、「抑うつあり」の結果が高かったのは、男性では
５０歳代（４３．８％）、女性では４０歳代（３９．０％）で、男女とも２０歳代～５０歳代で平均を
超えています。［表３７］

【表３６】ストレスや睡眠の状況

　【性・年齢階級別】

［兵庫県「Ｈ２７年県民意識調査」］ 

【表３７】気分障害・不安障害について

　【性　別】
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38.9%

38.5%

34.5%

43.8%

26.4%

22.8%

23.6%

37.3%

34.0%

39.0%

35.5%

25.2%

25.5%

33.0%

57.1%

56.6%

64.6%

55.1%

69.0%

71.3%

58.6%

62.6%

64.7%

60.3%

61.2%

68.5%

59.0%

43.7%

3.9%

4.9%

1.0%

1.2%

4.6%

5.9%

17.8%

0.2%

1.3%

0.7%

3.2%

6.3%

15.5%

23.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 20代 N=66

30代 N=131

40代 N=152

50代 N=170

60代 N=259

70代 N=172

80代～ N=75

女性 20代 N=113

30代 N=210

40代 N=282

50代 N=228

60代 N=331

70代 N=226

80代～ N=156

抑うつあり 抑うつなし 無回答

　【性・年齢階級別】

［兵庫県「Ｈ２８年度兵庫県健康づくり実態調査」］　

　２　平成２４（２０１２）年度の労働者健康状況調査（厚生労働省）では、職業生活等で強い
不安、悩み、ストレスを感じる労働者は６０．９％です。ストレス等を感じることは、
「職場の人間関係」が最も多く、次いで「仕事の質の問題」「仕事の量の問題」となっ
ています。

　３　平成２７年１２月１日からストレスチェック制度が義務づけられている事業場（常時５０
人以上の労働者を使用する事業場）におけるストレスチェック制度の実施状況は、８
割を超えており、ストレスチェック実施事業場におけるストレスチェックを受けた労
働者の割合も約８割となっています。また、いずれも事業場の規模が大きいほど実施
率は高くなっています。［表３８］

【表３８】ストレスチェック制度実施状況（Ｈ２９年７月末時点）

　【事業場規模別のストレスチェック制度実施状況】

　【事業場規模別のストレスチェックを受けた労働者の割合】

［兵庫労働局調べ］　
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計１，０００人以上３００～９９９人１００～２９９人５０～９９人業場規模

８３．３％１００．０％８９．６％８６．３％８０．３％ストレスチェックを実施
した事業場の割合

計１，０００人以上３００～９９９人１００～２９９人５０～９９人業場規模

７９．６％８５．９％８２．０％７８．３％７６．３％ストレスチェックを受け
た労働者の割合



　４　２０～５９歳の自殺者が自殺者全体の約５割を占め、その原因や動機として、健康問題
が３６％、経済生活問題１５％、勤務問題１４％となっており、全年齢に比べ、仕事のスト
レスや職場での人間関係等の勤務問題が占める割合が高くなっています。

　５　第１次計画で目標としている「ストレスを大いに感じる人の割合」「眠れないことが
頻繁にある人の割合」とも計画策定時から悪化しています。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１１参照］

（うつ病等の受療率）
　１　患者調査（厚生労働省）では、うつ病など気分障害（躁うつ病等含む）の受療率は、
平成１１（１９９９）年から平成１７（２００５）年にかけて増加し、平成２０（２００８）年から平成
２３（２０１１）年は横ばい状態となったものの、平成２６（２０１４）年にかけて再び増加して
います。

（アルコール）
　１　第１次計画で目標としている「生活習慣病のリスクを高める量（一日あたりの純ア
ルコール摂取量が男性４０ｇ以上、女性２０ｇ以上）を飲酒している人の割合」は増加し
ていますが、同じく目標としている「多量（一日あたりの純アルコール摂取量が６０ｇ
以上）に飲酒する人の割合」も増加しており、目標を達成していません。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１１参照］

第２次計画の目標項目（主なもの）

ストレスを大いに感じる大いに感じる人の割合の減少
　　　　［現　状　値］　　　２６．８％（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　減　少（Ｈ３４（２０２２））

眠れないことが頻繁にある人の割合の減少
　　　　［現　状　値］　　　１６．４％（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　減　少（Ｈ３４（２０２２））

労働安全衛生法に基づくストレスチェック実施率の向上
　　　　［現　状　値］　　　８３．３％（Ｈ２８（２０１６））　
　　　　［目　　標］　　　増　加（Ｈ３４（２０２２））

　［その他の目標（詳細はＰ．８８参照）］
　　・　ストレスを大いに感じる人の割合の減少
　　・　眠れないことが頻繁にある人の割合の減少
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　　・　悩み・苦労・ストレス・不満などがあったとき、相談できない人の割合の減少
　　・　労働安全衛生法に基づくストレスチェック実施率の向上
　　・　メンタルヘルス対策に取組むチャレンジ企業数の増加
　　　（カウンセラー派遣事業実施企業数）
　　・　ワーク・ライフ・バランス推進宣言企業数

県の取組方針・主な推進施策

（相談等早期発見・支援体制の整備）
　ストレスやうつ状態のスクリーニングを通じてこころの健康状態に気づく機会を提
供し、必要に応じたストレス対処方法などの情報提供、助言による支援を行う。
　また、過度のストレス状態にある人を早期に把握し、適切な支援ができるよう相談
体制を充実させるとともに、医療従事者等の知識を高め、早期発見・支援の体制を整
備します。

　・　兵庫県いのちと心のサポートダイヤルやいのちの電話など相談体制の充実を図ります。
　・　健康福祉事務所、精神保健福祉センターにおいて精神保健福祉相談を実施します。
　・　配偶者等からの暴力（DV）による心身の健康障害への対応を進めます。

（地域保健・職域保健の連携）
　睡眠習慣の改善や過度のストレスの軽減、自殺の予防について、地域保健、職域保
健が連携した普及啓発、相談体制の充実と支援者の資質向上を図ります。

（働き盛り世代への支援）
　働き盛り世代については、ストレスチェック制度の普及啓発や高ストレス者への
フォロー体制の構築などメンタルヘルス対策の推進を図ります。また、心身ともに健
康で働くことができるよう、事業所における長時間労働の是正や柔軟な働き方の導入
等の働き方改革の取組を支援し、労働者のワーク・ライフ・バランスに配慮した働き
やすい職場づくりを促進します。
　また、アルコール健康障害対策基本法の趣旨をふまえたアルコール依存症対策を充
実します。

　・　職場のメンタルヘルスの取組を進めるため、「健康づくりチャレンジ企業」へ専門家を
派遣し、管理職・従業員向けの研修や管理職向けの相談等を通じた企業・団体内の体
制づくりなどの支援を行います。

第４章　分野別取組
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　・　事業所においてストレスチェックをはじめとしたメンタルヘルス対策が充実するよう
労働局や医師会等と連携して事業所等への啓発を行います。

　・　ひょうご仕事と生活センターに、中小企業の経営者等からの従業員の健康管理に関す
る相談窓口を設置するなど、ワーク・ライフ・バランスに配慮した働きやすい環境づ
くりを推進するため、企業に向けた啓発、先進事例の情報発信、相談・研修等を実施
します。
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３３┃こころの健康づくこころの健康づくりり
（１）ライフステージに対応した取　（１）ライフステージに対応した取組組

　　　（オ）高齢期の取（オ）高齢期の取組組

現状・課題・第１次計画の評価

（高齢期のこころの健康）
　１　高齢者のうつ病は抑うつ気分がはっきりせず、身体的な訴えが多く、専門医である
精神科への受診が少ないなどの課題があることから、周囲の気づき、見守りが大切で
す。

（住民運営の通いの場の設置状況）
　１　高齢者が地域の中で生きがいや役割を持って生活できるような居場所と出番づくり
など、高齢者を取り巻く環境への働きかけとしての住民自身が運営する体操の集いな
どの活動の地域への展開を推進し、平成２７（２０１５）年度は、４，８７１か所、１０１，９０３人が
参加しています。

　２　第１次計画で目標としている「住民主体の介護予防に資する活動がある市町数」、
「地域活動組織（グループ活動等）を把握している市町数」ともに平成２７年度には全
４１市町となっており、目標を達成しています。

　

第２次計画の目標項目

住民主体の介護予防に資する通いの場の箇所数の増加
　　　　［現　状　値］　　　４，８７１箇所（Ｈ２７（２０１５））
　　　　　［目　　標］　　　８，０００箇所（Ｈ３１（２０１９））

　住民主体の介護予防に資する通いの場の参加者数の増加［再掲］
　　　　［現　状　値］　　　１０１，９０３人（Ｈ２７（２０１５））
　　　　　［目　　標］　　　１５０，０００人（Ｈ３１（２０１９））

県の取組方針・主な推進施策

（高齢者うつ病の早期発見、早期治療）
　かかりつけ医師などのうつ病等精神疾患の診断技術の向上を図り、健康診査等を活
用したうつ病の早期発見、早期治療を進めます。

第４章　分野別取組
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　・　かかりつけ医や支援関係者等に対するうつ病等精神疾患に関する研修を実施します。
　・　高齢者向けうつチェックシートの活用等、把握方法等の情報提供を通じた市町支援を
行います。

　・　兵庫県いのちと心のサポートダイヤルやいのちの電話など相談体制の充実を図ります。

（生き生きと安心して暮らせる環境づくり）
　生き生きと自分らしく自立した生活を安心しておくることができるよう、閉じこも
りなど孤立化の防止や住民自身が参加する地域における交流の場の充実を図ります。

　・　住民運営の通いの場の展開など市町の介護予防事業への支援を行います。
　・　高齢者のこころの健康に関するタウンミーティングを開催します。
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３３┃こころの健康づくこころの健康づくりり
　（（２２）認知症の予防・早期発見の推）認知症の予防・早期発見の推進進

現状・課題・第１次計画の評価

　１　県内の認知症の人は、平成２７（２０１５）年の約２４万人（高齢者の約１５．７～１６．０％：約
７人に１人）から、平成３７（２０２５）年には、約３０～３３万人（高齢者の約１９．０～２０．６％：
約５人に１人）になると見込まれます。［表３９］

【表３９】認知症高齢者数の推計

※１　高齢者人口については、平成２７
年は国勢調査の人口、平成３２年、
３７年は国立社会保障・人口問題
研究所「日本の地域別将来推計
人口（平成２５年３月推計）」を
用いた。

※２　日常生活自立度Ⅱ以上の高齢者
数は、（※１）に、Ｈ２４．８　月の
厚生労働省が推計した全国の認
知症高齢者の出現率を用いて推
計した。

※３　認知症有病率は、（※１）に、「日
本における認知症の高齢者人口
の将来推計に関する研究」（平成
２６年度厚生労働科学研究費特別
研究事業）による有病率から推
計した。

　
　２　また、認知症の人のうち、何らかの介護･支援が必要な認知症高齢者数は、平成２７
（２０１５）年の約１５万人から、平成３７（２０２５）年には約２０万人になると見込まれます。

　３　実施計画（第１次）で目標としている「認知症予防教室を受講する人」はすでに目
標に達しており、「キャラバン・メイト、認知症サポーター数」も順調に増加してい
ます。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１１参照］

第２次計画の目標項目

認知症相談医療機関の登録数の拡大
　　　　［現　状　値］　　　２，１２５箇所（Ｈ２９（２０１７））
　　　　［目　　標］　　　２，２００箇所（Ｈ３２（２０２０））
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県の取組方針・主な推進施策

（認知症予防・早期発見の推進等）
　認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して生活できる社会を目指して、認
知症施策を総合的に推進するとともに、認知症の予防・早期発見に向けた取組を強化
していきます。

〈認知症予防・早期発見の推進〉
　・　認知症予防活動推進リーダー研
修の実施

　・　認知症予防教室の開催
　・　認知症早期受診促進事業の実施
　・　認知症相談センター機能強化研
修の開催

　・　認知症初期集中支援チーム員の
養成

〈認知症医療体制の充実〉
　・　認知症疾患医療センターの運営
　・　認知症対応医療機関の充実
　・　かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護職員の認知症対応力向上研修の開催
　・　病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修の開催

〈認知症地域連携体制の強化〉
　・　認知症高齢者等の見守り･SOSネットワークの取組への支援
　・　認知症ケアネットの作成への推進
　・　認知症地域支援推進員の養成
　・　店舗等の認知症対応力向上推進事業の実施

〈認知症ケア人材の育成〉
　・　認知症介護実践者研修の開催
　・　認知症機能訓練（４DAS：フォーダス）研修の全県展開
　・　法人後見・市民後見体制の整備

〈若年性認知症施策の推進〉
　・　ひょうご若年性認知症生活支援相談センターの運営
　・　当事者グループの活動支援
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３３┃こころの健康づくこころの健康づくりり
　（（３３）精神障害者への支）精神障害者への支援援

現状・課題・第１次計画の評価

　１　精神障害者保健福祉手帳の所持者は、近年、対前年比１０６～１０８％の割合で増加して
います。［表４０］

【表４０】精神障害者保健福祉手帳所持者の推移

　２　入院３か月時点の退院率は、平成２４（２０１２）年６月末時点で５３．７％に対し、平成２８
（２０１６）年６月末時点では５２．８％と０．９ポイント低下しましたが、入院後１年時点の退
院率は、平成２４（２０１２）年６月末時点で８７．９％に対し、平成２８（２０１６）年６月末時点
では８９．３％と、１．４ポイント上昇しました。
　長期在院者数（１年以上入院者）は、平成２４（２０１２）年６月末時点で７，０５９人に対し、
平成２８（２０１６）年６月末では６，２８６人と、７７３人減少しています。

県の取組方針・主な推進施策

（精神障害者を地域全体で支える体制の構築）
　精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ
う、精神障害者を地域全体で支える体制の構築を進めます。

　・　第５期障害福祉計画で定める平成３２年度末における入院需要及びグループホーム等整
備量を実現し、多様な精神疾患等ごとに各医療機関で対応が可能な専門的治療の内容
の明確化を図るため、圏域ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置しま
す。

　・　かかりつけ医や精神科訪問看護等、地域医療の活用を促進するとともに、ピアサポー
ターを活用した地域移行・地域定着の支援、障害福祉サービスの利用を推進します。

第４章　分野別取組
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（人）

合　　計神　戸　市県　所　管

２９，５２０１０，６３１１８，８８９２３年度末

３１，８５２１１，７５８２０，０９４２４年度末

３４，３２７１２，８１６２１，５１１２５年度末

３６，５６５１３，６６６２２，８９９２６年度末

３８，６８１１４，４５４２４，２２７２７年度末

４１，１４０１５，６９０２５，４５０２８年度末



【参考】「精神障害者を地域全体で支える体制」のイメージ図
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各主体の役割

【医療機関・兵庫県医師会】
○　こころの健康づくりのための正しい知識の普及啓発、こころの健康に関する専門相談
の実施、紹介

○　かかりつけ医と専門医（精神科医、アルコール専門医療機関等）、との連携、かかり
つけ医、産業医、精神科医療機関との連携

○　妊婦健診時の保健指導や母親教室の実施、市町母子保健事業への協力
○　かかりつけ医等を対象とする研修や認知症サポート医の養成、かかりつけ医等と専門
医との連携による認知症の早期発見・早期対応の推進

○　精神障害者の入院患者の退院に向けた相談・支援の実施
○　グループホーム等精神障害者の住まいの場の整備や精神障害者の見守り・緊急時対応
等サポート体制の整備、ピアサポーターの養成、活用

【兵庫県看護協会】
○　県内各地域における「まちの保健室」による健康づくり、子育て支援、介護予防、認
知症予防等の推進

○　看護職員を対象とする認知症対応力向上研修の実施による認知症早期発見・早期対応
の推進

【薬局・薬剤師・兵庫県薬剤師会】
○　乳幼児・小児家族への相談、ママサポート薬剤師によるお薬相談、育児相談の実施
○　薬剤師を対象とする認知症対応力向上研修の実施による認知症早期発見・早期対応の
推進

【兵庫労働局】
○　ストレスチェック制度の実施やワークライフバランスの取組の推進などによる職場に
おけるメンタルヘルス対策を推進

○　職場における若年性認知症の理解及び支援体制整備の推進

【兵庫産業保健推進センター】
○　メンタルヘルスに関するセミナー・研修会の開催、相談窓口の設置などによる職場に
おけるメンタルヘルス対策の推進

○　職場における若年性認知症の理解及び支援体制整備の推進

【教育関係機関】
○　児童生徒やその保護者に対するこころの健康づくりのための正しい知識の普及啓発や
相談窓口の紹介

第４章　分野別取組
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○　スクールカウンセラー等の配置や、こころの問題についての職員研修の実施
○　学校での認知症サポーター養成講座の開催等を通じた認知症の正しい知識の普及啓発

【婦人会・愛育班・老人クラブ】
○　地域におけるこころの健康づくりの正しい知識の普及啓発
○　認知症サポーター養成講座の開催等を通じた認知症の正しい知識の普及啓発・地域の
見守り

【事業所】
○　ストレスチェックの実施や健康づくりチャレンジ企業への各種支援メニューを活用し
たメンタルヘルスの取組、ワークライフバランスの取組による働きやすい職場環境の
構築

○　事業所等での認知症サポーター養成及び配置による地域の見守りの推進
○　若年性認知症の理解及び就労支援体制整備の推進
○　精神障害者の就労の場の提供やピアサポーターの活用

【市　町】
○　子育て世代包括支援センターの設置による切れ目のない支援の実施
○　健診や相談での発達障害を疑う児と親への支援
○　産後うつ、こころの病、アルコールによる健康への影響などこころの健康に関する正
しい知識の普及啓発の推進

○　高齢者の活躍の場や住民が運営する通いの場づくりなど介護予防事業の実施
○　認知症チェックシートを活用した認知症予防健診等の早期発見・早期受診の取組み及
び相談窓口の充実

○　認知症高齢者等の見守り・SOSネットワークの推進や認知症カフェの充実などによる
認知症地域支援の推進

○　自殺対策計画を策定し、計画に基づく地域特性に応じた自殺対策の推進
○　相談支援、生活訓練、関係者の調整等を一体的に実施できる体制や精神障害者の見守
り・緊急時対応等のバックアップ体制の整備、精神障害者の日中の活動や就労の場の
確保、グループホーム等精神障害者の住まいの場の整備の推進

【県　民】
○　それぞれの年齢等に応じたこころの健康づくり（睡眠の大切さ、ストレスへの対処、
飲酒の影響など）のための正しい知識の習得

○　うつやストレス等について自身のこころの健康状態の把握と必要な相談窓口等の活用
○　周囲の人が抱える悩みへの気づき、見守り
○　認知症についての正しい理解、認知症予防、早期の気づき・早期受診、相談窓口等の
活用、地域での見守り
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○　こころの健康づくりに関する相談の活用
○　精神障害者の地域生活への移行に関する取組の理解

第４章　分野別取組
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目標項目一覧（こころの健康づくり）

88

（１）ライフステージに対応した取組
　（ア）総合的な推進

目　標　数　値　等現　状　値
目　標　項　目

考　え　方年度数値年度数値

兵庫県自殺対策計画の目標にあわせる。Ｈ３４年間８００
人以下Ｈ２８９４２人・自殺者数の減少

　（イ）次世代への支援
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

兵庫県地域創生戦略の目標にあわせる。Ｈ３２４１市町
１００％Ｈ２９３０市町

７３．２％
・子育て世代包括支援センター（母子保健型）を
設置する市町数の増加【再掲】

健やか親子２１（第２次）の目標にあわ
せる。Ｈ３６４１市町Ｈ２８３４市町

８２．９％
・産後うつをチェックする市町数及びフォロー体
制がある市町数

健やか親子２１（第２次）の目標にあわ
せる。Ｈ３６４１市町Ｈ２９２９市町

７０．７％・５歳児発達相談を実施する市町数の増加

　（ウ）青少年期の取組
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

現状値から２０％減を目指す。Ｈ３４３．８％
以下Ｈ２８　４．８％・眠れないことが頻繁にある人の割合の減少

（中１、中３、高３）

第１次計画の数値目標達成が未達成な
ことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４１３％

以下Ｈ２８１５．０％・ストレスがたくさんあったと感じる人の割合の
減少（中１、中３、高３）

第１次計画の数値目標達成が未達成な
ことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４１２％

以下Ｈ２８１４．４％・悩みがあった時に誰にも相談しない人の割合の
減少（中１、中３、高３）

　（オ）高齢期の取組成人期の取組
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

兵庫県地域創生戦略の目標にあわせる。Ｈ３１１５０，０００人Ｈ２７１０１，９０３人・住民主体の介護予防に資する通いの場への参加
者数の増加【再掲】

兵庫県地域創生戦略の目標にあわせる。Ｈ３１８，０００箇所Ｈ２７４，８７１箇所・住民主体の介護予防に資する通いの場の箇所数
【再掲】

　（エ）成人期の取組
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

現状値から２０％減を目指す。Ｈ３４３．２％
以下Ｈ２７　４．０％・悩み・苦労・ストレス・不満などがあったとき、

相談できない人の割合の減少

基準となる国の計画等がないことから、
数値目標は設定せず「増加」とする。Ｈ３４増加Ｈ２９８３．３％

・労働安全衛生法に基づくストレスチェック実施
率の向上（常時５０人以上の労働者を使用する事
業場）

活力あるふるさと兵庫実現プログラム
に合わせる。Ｈ３４１４０社

／年Ｈ２８８３社・メンタルヘルス対策に取組むチャレンジ企業数
の増加（カウンセラー派遣事業実施企業数）

活力あるふるさと兵庫実現プログラム
に合わせる。Ｈ３３２，４２４社Ｈ２８１，４２４社・ワーク・ライフ・バランス推進宣言企業数

第１次計画の数値目標達成が未達成な
ことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４

１．８％以下
Ｈ２８

　５．３％男性
・多量に飲酒する人の割合の減少

０．２％以下　２．６％女性
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（２）認知症の予防・早期発見の推進
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

兵庫県老人福祉計画にあわせる。Ｈ３２２，１００箇所Ｈ２８２，１００箇所・認知症相談医療機関の登録数の拡大



　４４┃健康危機事案への対健康危機事案への対応応
　（（１１）災害時における健康確保対）災害時における健康確保対策策

現状・課題・第１次計画の評価

　１　東日本大震災では、医療機関の被災や交通途絶による慢性疾患患者の医療中断、避
難所における栄養摂取状況の問題や喫煙、飲酒の摂取量の増加、インフルエンザなど
の感染症の発生、睡眠障害や不安、抑うつ症状の増加、高齢者の生活不活発病の増加、
口腔内の不衛生など健康上の二次被害が生じました。

　２　また、熊本地震では、福祉避難所が十分機能せず、障害者等要支援者への対応が課
題となったほか、車中泊によるエコノミークラス症候群や災害関連死の問題も浮き彫
りとなりました。このため、平常時からの備えや関係機関・団体の連携による災害時
の健康被害の防止が求められます。

　３　災害関連死や二次的健康被害を防ぐため、災害発生時の慢性疾患患者の医療中断、
避難所における栄養摂取状況の問題や喫煙、飲酒の摂取量の増加、睡眠障害や不安、
抑うつ症状の増加、高齢者の生活不活発病の増加、口腔内の不衛生、エコノミークラ
ス症候群など多様な課題への適切な対策が求められます。

　４　さらに、避難所における感染症の発生を予防するため、避難所の衛生管理、環境整
備への支援が求められるとともに、医療ニーズの高い患者や障害者等要支援者に対す
る市町及び医療機関等の連携による支援が必要です。

　５　実施計画（第１次）で目標としている「災害時保健指導マニュアル策定市町数」は、
平成２４（２０１２）年度の８市町から平成２８（２０１６）年度には策定済１４市町、策定中が９
市町と増加していますが、目標の全市町での策定には至っていません。また、「災害に
備え、非常食等を備蓄している世帯の割合」は、平成２０（２００８）年度の４１．９％から平
成２７（２０１５）年度には６１．７％と増加し、６０％以上としている目標を達成しています。
［「第１次計画の目標の進捗状況」Ｐ．１１参照］

第２次計画の目標項目

災害時保健指導マニュアルの策定
　　　　［現　状　値］　　　策定済１４市町、策定中９市町（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　全市町（４１市町）（Ｈ３４（２０２２））

災害に備え、非常食等を備蓄している世帯の割合の増加
　　　　［現　状　値］　　　６１．７％（Ｈ２７（２０１５））
　　　　［目　　標］　　　増　加（Ｈ３４（２０２２））
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県の取組方針・主な推進施策

（平常時の活動）
　平常時から、県・市町の健康福祉部局と防災担当部局が互いに情報共有と連携を密
にし、災害時の保健活動ガイドラインを策定し、共有を図ります。
　また、災害発生時に被災住民の生命と生活を守るため、医師会・歯科医師会等関係
団体との調整を行うことにより、医師、歯科医師等専門職が連携した支援体制づくり、
保健医療関係機関・団体の連携強化や、研修や訓練を通じた人材の育成を進めます。
　県民に対しては、高齢者、乳幼児、疾病など個人の状況に応じた食料、飲料水等の
備蓄、服用薬の管理・確保、医療機関や薬局の連絡先等の把握の必要性などの普及啓
発を行い、健康意識の向上を図ります。
　さらに、「災害時要援護者支援指針」等により、市町が行う避難行動要支援者等の
把握と必要な個別支援計画の整備を支援するとともに、在宅人工呼吸器装着難病患者
や在宅人工透析患者等の医療ニーズの高い者を把握し、市町・関係機関等と連携し、
迅速な対応ができるよう体制整備を進めます。

　・　保健医療関係機関・団体との連携に向けた調整、研修・訓練を通じた人材育成を行い
ます。

　・　個人の状況に応じた食料・飲料水等の備蓄、服用薬の管理・確保の啓発を行います。
　・　被災者の健康支援等保健活動の整備のための市町との連携を図ります。
　・　「災害時要援護者支援指針」等による市町における避難行動要支援者名簿、個別支援計
画の作成の支援を行います。

　・　健康福祉事務所における避難行動要支援者のリストアップと健康危機時の支援体制
（計画）を確立します。

　・　給食施設における食料・飲料水等の備蓄促進、自施設における危機管理対応マニュア
ル作成を支援します。

　・　健康福祉事務所単位給食施設協議会が行う相互支援実地訓練や相互支援マニュアル作
成を支援します。

　・　DHEATの組織化と人材育成を進めます。
　・　市町における災害時保健活動マニュアルの策定の支援を行います。
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（発生時の対応）
　避難生活等による栄養摂取の偏り、喫煙・飲酒の摂取量の増加、睡眠障害や不安、
抑うつ症状、高齢者の生活不活発病、口腔内の不衛生、エコノミークラス症候群など
の二次的な健康被害の予防のため、被災者への保健・栄養・口腔・服薬やこころのケ
アに関する相談・指導を行うとともに、避難所（福祉避難所等を含む）における感染
症の未然防止のため、衛生管理・環境整備を支援します。
　また、避難所・家庭・仮設住宅等における障害者・高齢者等要支援者への支援を行
います。

　・　避難所、被災家庭等の巡回健康相談、栄養相談、口腔ケアや服薬に関する指導を行い
ます。

　・　避難所等の衛生管理、環境整備の支援を行います。
　・　障害者・高齢者等要支援者の安否確認、継続的支援等を行います。
　・　被災者及び支援者に対する健康診断及びこころのケアを行います。
　・　対応の記録、評価の実施や、発生時の対応強化を検討します。
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４４┃健康危機事案への対健康危機事案への対応応
　（（２２）食中毒の発生予防・拡大防）食中毒の発生予防・拡大防止止

現状・課題・第１次計画の評価

　１　県内の食中毒発生状況は、全国と同様に、ノロウイルスやカンピロバクターを原因
とする食中毒の発生が中心です。近年、県内でノロウイルス食中毒の大規模な発生は
ありませんが、全国的には学校給食や大量調理施設での発生が見られます。また、鶏
肉の生食によるカンピロバクター食中毒が多発しています。

　２　家庭ではフグの素人調理や有毒植物の誤食による食中毒事例が毎年のように発生し
ています。

第２次計画の目標項目

学校給食を原因とする食中毒の年間事件数を０件にする
　　　　［現　状　値］　　　０件（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　０件（Ｈ３４（２０２２））

大量調理施設を原因とする食中毒の年間事件数を０件にする（学校給食を除く）
　　　　［現　状　値］　　　１件（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　０件（Ｈ３４（２０２２））

家庭における自然毒による食中毒の年間事件数を０件にする
　　　　［現　状　値］　　　４件（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　０件（Ｈ３４（２０２２））

県の取組方針・主な推進施策

（平常時の活動）
　食中毒の未然防止のために、正しい知識の普及を図るとともに、事業者への指導の
徹底を図ります。また、県民等から情報を受け付ける相談窓口を設置し、迅速な対応
と不安解消を図るほか、医療機関等との情報交換などの連携を進めます。

　・　食品営業施設等への監視・指導、収去検査を実施します。
　・　HACCPの考え方に基づく衛生管理を推進します。
　・　食品関係事業者による自主衛生管理を促進します。
　・　広報活動の実施、健康危機ホットラインによる迅速な情報察知を行います。
　・　リスクコミュニケーションによる食中毒予防を進めます。
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（発生時の対応）
　食中毒の拡大防止のために、正しい知識の普及を図るとともに、事業者への指導の
徹底を図ります。また、県民等から情報を受け付ける相談窓口を設置し、迅速な対応
と不安解消を図るほか、医療機関等との情報交換などの連携を進めます。

　・　食中毒の原因究明の調査を実施します。
　・　患者に対する受診支援、感染拡大防止の指導の実施、食中毒発生速報を発表します。
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４４┃健康危機事案への対健康危機事案への対応応
　（（３３）感染症の発生予防・拡大防）感染症の発生予防・拡大防止止

現状・課題・第１次計画の評価

　１　感染症については、感染力は低いものの人に重篤な影響を与える感染症、症状は重
篤ではないものの爆発的な感染力により多くの人に健康被害を与える感染症等様々な
タイプがあります。近年、動物由来のインフルエンザがヒトからヒトに感染するタイ
プに変異した新型インフルエンザが流行するなど、新興・再興感染症をはじめとした
感染症の世界的な流行（パンデミック）が懸念されます。

第２次計画の目標項目

腸管出血性大腸菌感染症（O157）の集団発生をなくす
　　　　［現　状　値］　　　１件（Ｈ２８（２０１６））
　　　　［目　　標］　　　０件（Ｈ３４（２０２２））

県の取組方針・主な推進施策

（平常時の活動）
　海外での感染症の発生状況に関する情報収集、細菌、ウイルスの変異による新たな
感染症発生情報等病原体検出情報の収集（病原体サーベイランス）の積極的な取り組
み、県民等から相談を受け付ける相談窓口を設置による迅速な対応と不安解消を図る
とともに、市町、関係機関・団体等との連携体制の構築を進めます。

　・　広報活動の実施、県民の不安解消のための相談窓口を設置します。
　・　定期予防接種の実施とその他の予防接種の啓発を行います。
　・　感染症予防対策の普及と啓発を行います。
　・　感染症発生動向調査の実施、解析・評価、情報提供を実施します。

（発生時の対応）
　新たな感染症が発生した場合の早急な情報収集と、県民に対する正確な情報提供や
相談・予防方法等の指導、市町、医療関係者の協力による感染症の拡大防止に努めます。
また、患者が適切な医療を受けるための支援や感染症拡大防止に必要な指導を行います。

　・　積極的疫学調査（発生状況の把握等原因の究明に必要な調査）、検体の採取、病原体
の検査の実施、患者に対する受診支援、感染症拡大防止の指導を実施します。

　・　接触者の健康診断の実施、患者への就業制限の通知、汚染された場所・物件の消毒の
指導、感染症媒介蚊の駆除を行います。
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各主体の役割

【関係団体等】
○　各種媒体を活用した、災害に備えた備蓄の必要性等の普及啓発
○　災害時に備えた他機関との連携強化、活動方法の確認
○　食中毒予防に関する正しい知識の普及啓発　等
○　食の安全安心フェア等で、県民、事業者、行政等が意見交換を行うリスクコミュニ
ケーションの推進

〈医師会、訪問看護ステーション、地域包括支援センター、自治会（自主防災組織）、
　民生委員、社会福祉協議会、消防団、消防署、警察署　等〉
○　災害時要援護者の名簿、病状、要介護度、障害程度に関する情報の共有
○　災害時における安否確認などへの協力
○　災害時避難行動要支援者に対する自主防災組織等による個別支援計画等の策定

〈医療機関、薬局等〉
○　災害時対応マニュアル策定への協力・連携と活用
○　被災者への保健、栄養、口腔、服薬やこころのケアに関する相談・指導の実施
○　感染症予防や予防接種に関する正しい知識の普及、予防接種実施への協力
○　感染症発生情報の提供

〈県看護協会〉
○地域・施設での減災教育の実施

〈県栄養士会〉
○平常時の防災・減災に向けた県民への食品の備蓄方法、活用方法等の普及啓発の実施

〈給食施設〉
○　食料・飲料水等の非常用備蓄促進、自施設における危機管理対応マニュアル作成
○　給食施設間の相互支援実地訓練の実施や相互支援マニュアル作成
○　食中毒予防の徹底、HACCPの考え方に基づく施設の衛生管理や従事者の健康管理の

徹底、衛生意識の向上

【事業者】
○　災害時における安否確認などの支援・協力
○　健康管理に必要な物資の供給への協力
○　施設の衛生管理や従事者の健康管理の徹底、衛生意識の向上など衛生教育への参加
○　食の安全安心フェア等で、県民、事業者、行政等が意見交換を行うリスクコミュニ
ケーションの推進

○　食中毒が疑われる場合の速やかな健康福祉事務所（保健所）への通報
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○　感染症の予防、予防接種に関する知識の普及
○　感染症発生情報の提供への協力
○　感染拡大防止のための休業

【保育所・幼稚園・学校等】
○　感染拡大防止のための休業　等

【市　町】
○　地域団体等を活用した、災害に備えた備蓄の必要性等の普及啓発
○　市町における災害発生時の活動指針の整備、災害時保健指導マニュアルの策定
○　災害時に備えた保健・福祉・防災等関係機関との連携強化、活動方法の確認、災害時
における要援護者の支援計画作成、支援体制の整備

○　災害時要援護者、災害時避難行動要支援者の把握・名簿作成、保健・福祉・防災等関
係機関との共有、災害時避難行動要支援者の個別支援計画等の策定促進

○　避難所入所者や在宅被災者の健康状況の把握と健康相談の実施
○　被災者への保健、栄養、口腔、服薬やこころのケアに関する相談・指導の実施
○　避難所における感染症や食中毒等の発生を未然に防止するための衛生管理、環境整備
の実施

○　避難所入所者に対する生活不活発病等予防のための啓発
○　事業等を活用した食中毒予防に関する正しい知識の普及啓発
○　食の安全安心フェア等で、県民、事業者、行政等が意見交換を行うリスクコミュニ
ケーションの推進

○　〈政令指定都市・中核市〉食中毒の原因究明に向けた調査の実施、拡大防止に向けた
事業者等への指導

○　〈政令指定都市・中核市〉飲食店等、食品衛生に関する事業者への監視指導の実施
○　感染症予防に関する住民への正しい知識の普及、情報提供
○　予防接種の実施や、予防接種に関する正しい知識の普及
○　感染症発生時の相談窓口の設置、情報提供

【県　民】
○　災害に備えた備蓄の必要性等認識の向上
○　（必要時）災害時要援護者名簿記名への協力、記名依頼
○　（必要時）災害時対応マニュアル策定への協力
○　保健、栄養、口腔、服薬やこころのケアに関する相談・指導の利用
○　食中毒予防に関する正しい知識の習得
○　（リスクコミュニケーションの推進）意見交換を行う場への参加、情報・意見交換
○　食中毒が疑われる場合の速やかな健康福祉事務所（保健所）への通報
○　感染症予防に対する正しい知識、適切な個人予防法の習得（手洗い、人混みでのマス
ク着用、予防接種等）、予防接種の受診
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（１）災害時における健康確保対策
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

全市町実施を目指す。Ｈ３４４１市町
１００％

Ｈ２８．
１２

策定済　
　１４市町
３４．０％
策定中　
　９市町
２２．０％

・災害時保健指導マニュアル策定市町数の増加

兵庫県食育推進計画（第３次）にあわ
せる。Ｈ３３７５％以上Ｈ２７６１．７％・災害に備え、非常食等を備蓄している世帯の割

合の増加

（２）食中毒の発生予防・拡大防止
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

兵庫県食の安全安心推進計画（第３次）
の目標にあわせる。Ｈ３３０件Ｈ２８０件・学校給食を原因とする食中毒の年間事件数を０

件にする

兵庫県食の安全安心推進計画（第３次）
の目標にあわせる。Ｈ３３０件Ｈ２８１件・大量調理施設を原因とする食中毒の年間事件数

を０件にする（学校給食を除く）

兵庫県食の安全安心推進計画（第３次）
の目標にあわせる。Ｈ３３　０件Ｈ２８４件・家庭における自然毒による食中毒の年間事件数

を０件にする

（３）感染症の発生予防・拡大防止
目　標　数　値　等現　状　値

目　標　項　目
考　え　方年度数値年度数値

第１次計画の数値目標達成が未達成な
ことから、目標設定を据え置く。Ｈ３４

９５％

Ｈ２８

８７．１％手洗い　　　

・家庭での感染症予防対策に取
り組む人の割合の増加【再掲】

８９％６７．１％うがい　　　

５９％４９．８％マスク　　　

４８％３８．６％ワクチン接種

発生０件を目指す。Ｈ３４０件Ｈ２８１件・腸管出血性大腸菌感染症（０１５７）の集団発生を
なくす 
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